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１．はじめに 

自然・生物多様性保全に向けた新たな市場メカニズムである

生物多様性クレジットに対する国際的な注目が高まっている1。

2030年時点で気候変動・生物多様性損失・土地劣化への対処に

必要な額と、現在における自然を活用した解決策（NbS）への

投資額との差額、すなわち「自然ファイナンスギャップ」が 9,420

億ドルと推定される中2、生物多様性クレジットは、特に民間資

金動員の呼び水として、その解消の一助となる可能性がある3。

生物多様性クレジット市場はまだ初期段階にあるものの、制度

化と実用化の両面で急速な発展の兆しを見せている≪図表1≫。

イギリスの国際環境開発研究所（IIED）の調査によれば、2023

年 12 月時点で約 30 のパイロットプロジェクトが 11 の制度の

もと、15以上の地域で実施されている4。また、生物多様性市場

を専門とする調査機関 Bloom Labs の 2025 年 1 月の分析によ

 
1 前稿の鈴木大貴「生物多様性クレジットと自然資本市場①～新たな環境価値取引の国際的背景と基本概念～」Insight Plus

（SOMPOインスティチュート・プラス、2025.4）で詳述している。 
2 Hugh Bromley, “Biodiversity Finance Factbook Biodiversity: COP16 Edition”（BloombergNEF, 2024.10）、Samantha 

Willis, “How to close the almost $1tn nature finance gap”（SustainableViews, 2025.4） 
3 ただし、ボストン・コンサルティング・グループ（BCG）からは、2030 年時点での生物多様性クレジット需要は 10-20 億

ドル程度に留まり（WEF予測）、これは生物多様性保全における年平均 7,000 億ドルの資金ギャップの約 1%に過ぎない、と

の厳しい見方も示されている（Mills Schenck et al., “Corporate Commitment Meets Nature: The Reality of Biodiversity 

Credits”（BCG, 2024.10））。他方で、生物多様性・自然資本クレジット市場は 2034 年までに 487 億ドル規模（年成長率

24.1%）に達するとの予測もある（InsightAce Analytic, “Biodiversity and Natural Capital Credit Market Size, Share & 

Trends Analysis Report By Credit Type, by Region, And by Segment Forecasts, 2025-2034”（2025.6））。 
4 IIED, “Biocredit catalogue A collection of biocredit developers and schemes”（2023.12） 
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前稿では、生物多様性クレジットが注目される国際的背景やその基本概念等を概説した。本稿では、先

進国における生物多様性クレジット市場の枠組みや先駆的事例を分析する。 

先進国では多様なアプローチで生物多様性クレジット制度の構築が進んでいる。イギリスでは世界初の

法制化された生物多様性ネットゲイン（BNG）制度が 2024年 2月に本格施行された。オーストラリアでは

2023年 12月に自然修復市場法が施行され、連邦レベルの生物多様性証明書市場が開始された。欧州で

は、フィンランドとフランスが相次いでボランタリー生物多様性クレジット制度設立の意向を表明し、EU

も 2025年末までに自然市場構築ロードマップの策定を予定している。 

次稿では、自然・生物多様性の保有者である新興・途上国の事例等を取り上げる。そして最終的に、日

本企業による取組みや、日本における生物多様性クレジット市場の実現可能性を検討する。 

≪図表 1≫生物多様性クレジットの発展経緯 

 

（出典）各種資料をもとに作成 

 

2016
・オーストラリアNSW州生物多様性保全法制定
⇒現代的オフセット制度の発展

2021 ・イギリスで生物多様性ネットゲイン（BNG）法制化

2023

・オーストラリア連邦自然修復市場法施行
・スウェーデンで欧州初の生物多様性クレジット商業取引
・英仏政府がグローバル生物多様性クレジットロードマップ発表、
生物多様性クレジットに関する国際諮問委員会（IAPB）設立

・ニウエ海洋保全クレジット販売開始

2024

・イギリスBNG本格施行
・EU自然再生法（NRL）発効
・CBD COP16でIAPBフレームワーク公表
・フィンランド・フランスがボランタリー生物多様性クレジット
の国家制度設立を表明

2025 ・アジア開発銀行（ADB）とイギリスのパートナーシップ公表
・EU自然市場ロードマップ策定（予定）

・CBD COP15開催、昆明・モントリオール生物多様性枠組（KM-
GBF）採択(2030年までに年間2,000億ドル目標)
⇒国際的な制度構築の転換点

2022

1976 ・ドイツで影響緩和規制開始
⇒世界最古の生物多様性オフセット制度

https://www.sompo-ri.co.jp/2025/04/18/18173/
https://www.sompo-ri.co.jp/2025/04/18/18173/
https://assets.bbhub.io/professional/sites/24/Biodiversity-Finance-Factbook_COP16.pdf
https://www.sustainableviews.com/how-to-close-the-almost-1tn-nature-finance-gap-2e127a73/
https://www.sustainableviews.com/how-to-close-the-almost-1tn-nature-finance-gap-2e127a73/
https://web-assets.bcg.com/23/49/8919988f467297d67b7f78872ee2/corporate-commitment-meets-nature-the-reality-of-biodiversity-credits.pdf
https://web-assets.bcg.com/23/49/8919988f467297d67b7f78872ee2/corporate-commitment-meets-nature-the-reality-of-biodiversity-credits.pdf
https://www.insightaceanalytic.com/report/biodiversity-and-natural-capital-credit-market/3064
https://www.insightaceanalytic.com/report/biodiversity-and-natural-capital-credit-market/3064
https://www.iied.org/sites/default/files/pdfs/2023-12/22201iied.pdf
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） 
ると、約 20 カ国が生物多様性クレジット制度の構築に取り組んでおり5、各国・地域では、法制度に基づく

コンプライアンス市場、自主的な取組みに基づくボランタリー市場、さらには両者を組み合わせたハイブリ

ッド型市場や複数市場の併存まで、多様な試みが展開されている。 

本稿では、このうち特に先進国（15カ国・地域）における生物多様性クレジット市場の制度的枠組みや先

進事例を紹介する≪図表 2≫。特に後記 2では、イギリス・オーストラリア・米国・EUなど、法的枠組みが

整備されつつある国々の動向を中心に中立性を意識しながら考察し、後記 3で先進国における生物多様性ク

レジット市場の現状と展望を評価する。なお、必ずしも生物多様性オフセットとクレジットを厳密に区別し

ているわけではない（オフセット利用を排除した、いわゆる貢献型のクレジットには限定していない）こと

をお断りしておく。 

 

 

２．各国における制度とプロジェクト事例 

本項では先進国の代表的な制度と注目すべきプロジェクト事例を紹介する。実際には官民連携色の強いも

のも多数あるが、便宜上、政策的取組みと民間主導の取組みに分類した。また、政策的取組みは制度概要等

ごとに、一方、民間主導の取組みは、原則的に生物多様性クレジット創出やプロジェクト主体を担う企業・

組織（プレーヤー）ごとに項建てし、実施国・地域をベースとした整理を試みた。各国の記載順序は、主要

国については制度の成熟度や市場への影響力、国際的な注目度などを総合的に考慮し、市場の発展段階と重

要な動向の体系的な理解に資するよう留意した。 

なお、本稿末尾の≪参考図表≫に本稿で取り上げる主な制度・プロジェクトの概要を整理している。 

 

 
5 Simas Gradeckas, “Biodiversity markets: reviewing 2024 and looking into 2025”（Bloom Labs, 2025.1） 

≪図表 2≫各国における市場形成の状況（2025年 6月時点） 

 

（出典）Pollination, “State of Voluntary Biodiversity Credit Markets: A Global Review of Biodiversity Credit Scheme”（2023.10）、

国土交通省「グリーンインフラに関する国内外の動向」（2024.5）ほかをもとに、本稿および次稿で取り上げている主要国・地域をプ

ロットして作成 

 

https://sgradeckas.substack.com/p/biodiversity-markets-reviewing-2024
https://pollinationgroup.com/wp-content/uploads/2023/10/Global-Review-of-Biodiversity-Credit-Schemes-Pollination-October-2023.pdf
https://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/environment/content/001742313.pdf
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） 
(１)イギリス 

イギリス政府は法的義務付けとボランタリー市場の両面で政策的取組みを行っており、生物多様性クレジ

ット市場の形成において世界をリードする存在となっている。 

 

①政策的取組み 

ａ．生物多様性ネットゲイン（BNG）制度：強制力のある生物多様性クレジット制度 

イギリスの生物多様性ネットゲイン

（BNG）制度は、世界初の法制化され

た生物多様性純増制度として注目され

ている。2021年に環境法の一部として

成立し、2024 年 2 月から段階的に施

行されている。 

この制度はイングランドにおいて開

発事業者に対し、開発前比で生物多様

性の 10%以上純増を義務付け、最低 30

年間の維持管理を要求するものである

≪図表 3≫。生物多様性ユニットとい

う独自の測定単位を用いてハビタット

（個々の生物種の生息に本来必要な、

または適した環境を有する場所や空間）が評価され6、その達成にあたり①オンサイト（開発地内）でのハビ

タット強化・創出、②オフサイト（開発地外）でのハビタット強化・創出、または民間市場での生物多様性

ユニット購入、③政府からの法定生物多様性クレジット購入―という優先順位が設定されている。このうち

「生物多様性ユニット」と「法定生物多様性クレジット」は明確に区別されており、前者は民間市場で取引

される単位、後者は政府（自然環境庁（Natural England））から購入する「最後の手段」としての単位を指

す7。いずれも法規制に基づく義務的なオフセット制度における生物多様性クレジットに該当する8。 

政府の報告によると、BNG 制度施行初年度（2024 年 2 月から 2025 年 2 月まで）における法定生物多様

性クレジットの販売収入は 24 万 7,416 ポンドであった9。法定生物多様性クレジットの価格は、様々なハビ

タットタイプの創出・維持・モニタリングコストに基づいて設定され、さらには法定生物多様性クレジット

価格が生物多様性ユニット市場を下回らないよう上乗せされている10 11。 

ノーフォーク州のWendling Beck Exemplar Project は、約 2,000エーカー（約 800ha）の土地を対象と

 
6 個々の動植物種の個体数等を直接計測せず、ハビタットを代理指標とする手法で、主に特色・状態・戦略的意義に規模（面

積や長さ）を掛け合わせた 4要素で評価される。 
7 Natural England, “Biodiversity net gain: where to start”（2024.1） 
8 ただし生物多様性クレジットからオフセット利用を除外する定義も存在するため、BNG制度をどう捉えるかは定義次第と

も言える。 
9 初年度の法定生物多様性クレジット収入は、政府が想定する BNG制度管理コスト（30万ポンド）を下回った。また、法定

生物多様性クレジットによる収入は政府がランドスケープ規模の戦略的ハビタット創出への投資に充てることとなっている

が、現時点では効率的な大規模投資に十分な水準に達していないとして使用されていない（Defra, “Policy paper: 

Biodiversity net gain statutory credits: annual report 2024 to 2025”（2025.3））。 
10 Defra, “Statutory biodiversity credits”（2024.2） 
11 一方、最終的に生物多様性ユニットの市場規模は年間 1 億 3,500 万ポンドから 2億 7,400 万ポンドに達すると推定されて

いる（Defra, “Nature Markets Framework progress update March 2024”（2024.3））。 

≪図表 3≫BNGの概念図 

 

（出典）Natural England, “Biodiversity Net Gain”（2022.4）ほかをもとに作成 

ネットロス（純減）
開発で自然や生物多様性が損失

ノーネットロス
（正味の損失なし）

損失と同等の価値を創出し、
損失を実質ゼロに

ネットゲイン（純増）
損失を超える環境価値を
生み出し、生物多様性が増加

https://naturalengland.blog.gov.uk/2024/01/29/biodiversity-net-gain-where-to-start/
https://www.gov.uk/government/publications/biodiversity-net-gain-statutory-credits-annual-report-2024-to-2025/biodiversity-net-gain-statutory-credits-annual-report-2024-to-2025
https://www.gov.uk/government/publications/biodiversity-net-gain-statutory-credits-annual-report-2024-to-2025/biodiversity-net-gain-statutory-credits-annual-report-2024-to-2025
https://www.gov.uk/guidance/statutory-biodiversity-credits
https://www.gov.uk/government/publications/nature-markets-framework-progress-update-march-2024/nature-markets-framework-progress-update-march-2024
https://naturalengland.blog.gov.uk/wp-content/uploads/sites/183/2022/04/BNG-Brochure_Final_Compressed-002.pdf
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） 
する大規模プロジェクト事例である12。4名の農家が中心となりつつ、地方自治体・環境 NGO・世界最大級

の環境保護団体 The Nature Conservancy・国内最大の上下水道企業 Anglian Waterなどが参画するプロジ

ェクトであり13、Upper Wensum流域という広域（最大 1万 ha）を視野に入れたランドスケープ（景観）規

模での生態系再生を目指して14、Lawtonの原則（より多く、より大きく、より良く、そしてよりつながりの

ある）に基づき河川・氾濫原・湿地・森林・農地を含む多様なハビタットの創出・再生に取り組んでいる15。

また、先進的なモニタリング技術（eDNA16、生物音響学17等）を活用した生物多様性の定量的評価システム

を導入し18、約 2,500から 3,000の生物多様性ユニットの創出を予定している19。 

なお、BNG制度は農家や土地所有者にとって、生物多様性の保全や炭素隔離のための土地転用により新た

な収益機会を提供するメリットがある。その一方で、30年間の土地利用制約に伴う意思決定の困難さや、相

続税・付加価値税の取扱いなど、政策上の課題も指摘されている20。 

イギリス政府は、2025年 5月に国家的重要インフラプロジェクト（NSIP）への BNG適用（2026年 5月

開始予定）に関する市中協議を開始した21。また、小規模・中規模・ブラウンフィールド（以前に開発された

既存の都市用地で、BNG要件の適用において比較的有利な条件を持つ土地）開発における BNG要件の簡素

化についても並行して検討を進めており、住宅 150万戸建設目標との両立を図るため、従来の「小規模」「大

規模」の 2 区分に加えて新たに創設される「中規模サイト」（10-49 戸）に対して建築安全課徴金の免除と

BNG要件の大幅な簡素化を適用する案が検討されている22。専門家からは「小規模開発サイトが住宅申請の

約 80%を占める中、過度な免除はオフサイト生物多様性ユニット市場に深刻な打撃を与える」として、制度

設計の調整が市場需要に与える影響について懸念が表明されている23 24。 

 

《BOX1》 開発計画・インフラ法案と BNGをめぐる議論 

現在、イギリス議会では政府提案の開発計画・インフラ法案をめぐって重要な議論が展開されている。

政府は 150 万戸の住宅建設と自然保全の両立を目指すとしているが、少なくとも 28 の環境慈善団体が同

法案に反対し、一部内容の廃案を求めるまでに至っている。 

特に焦点となっているのが、法案に盛り込まれた「自然再生基金」と BNG の関係である。この基金は

開発事業者に代替措置を与え、従来どおり BNG を実施するか、基金拠出により BNG を含む環境影響評

価を回避するか選択できる可能性がある。 

 
12 Wendling Beckウェブサイト「Led by Nature」(visited Jun. 1st, 2025) 
13 Norfolk Rivers Trust ウェブサイト「Wendling Beck Exemplar Project」(visited Jun. 1st, 2025) 
14 Natural England, “Wendling Beck: Nature Recovery on a Landscape Scale”（2023.7） 
15 Wendling Beckウェブサイト「Led by Nature」(visited Jun. 1st, 2025) 
16 生物が環境中に放出した DNA断片を検出・分析して生物の生息状況を把握する手法で、環境 DNAとも呼ばれる。 
17 動物の音声を録音・分析して生物多様性を評価する手法を指す。 
18 Ecosystems Knowledge Network ウェブサイト「Wendling Beck」(visited Jun. 1st, 2025) 
19 Tristan O’Leary, “The Wendling Beck Environment Project X Land App: The Role of Geospatial Data in Landscape 

Recovery and Ecosystem Services”（Land App, 2023.9） 
20 こうした課題に対し、例えばイギリスの金融機関バークレイズは、包括的な土地利用枠組みの公表や税制明確化、市場監

督機関設立などを政府に提言している（Barclays, “Cultivating a nature market that works for UK farmers”（2024.10））。 
21 Defra, “Consultation on Biodiversity Net Gain for Nationally Significant Infrastructure Projects”（2025.5） 
22 Defra, “Improving the implementation of Biodiversity Net Gain for minor, medium and brownfield development: 

Consultation document”（2025.5） 
23 OPIS, “Biodiversity Market Report: 29 May 2025”（2025.5） 
24 市場関係者の分析によると、大規模サイトは生物多様性ユニットを購入せずにオンサイトでのハビタット強化・創出で対

応できることが多い。そのため、個別の購入量は少ない小規模サイトが全体需要の大部分を占めている（Sergio Colombo, 

“Interview: UK govt urged to plug into nascent EU voluntary nature market”（Carbon Pulse, 2025.6））。 

https://www.wendlingbeck.org/
https://norfolkriverstrust.org/project/wbep/
https://naturalengland.blog.gov.uk/2023/07/07/wendling-beck-nature-recovery-on-a-landscape-scale/
https://www.wendlingbeck.org/
https://ecosystemsknowledge.net/resources/neirf-projects/wendling-beck/
https://thelandapp.com/2023/09/01/the-wendling-beck-environment-project-x-land-app-the-role-of-geospatial-data-in-landscape-recovery-and-ecosystem-services/
https://thelandapp.com/2023/09/01/the-wendling-beck-environment-project-x-land-app-the-role-of-geospatial-data-in-landscape-recovery-and-ecosystem-services/
https://home.barclays/news/press-releases/2024/10/cultivating-a-nature-market-that-works-for-uk-farmers/
https://consult.defra.gov.uk/biodiversity-net-gain/biodiversity-net-gain-for-nationally-significant-i/supporting_documents/Consultation%20on%20Biodiversity%20Net%20Gain%20for%20Nationally%20Significant%20Infrastructure%20Projects%20%20May%202025.pdf
https://consult.defra.gov.uk/defra-biodiversity-net-gain/improving-the-implementation-of-biodiversity-net-g/supporting_documents/Consultation%20on%20improving%20the%20implementation%20of%20BNG%20for%20minor%20medium%20and%20brownfield%20development%20.pdf
https://consult.defra.gov.uk/defra-biodiversity-net-gain/improving-the-implementation-of-biodiversity-net-g/supporting_documents/Consultation%20on%20improving%20the%20implementation%20of%20BNG%20for%20minor%20medium%20and%20brownfield%20development%20.pdf
https://carbon-pulse.com/405443/
https://carbon-pulse.com/405443/
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） 
環境監査委員会の委員長（労働党の下院議員）は開発事業者が基金拠出のみを選択し、地域コミュニテ

ィが考慮されない状況になりかねないと警告している。同委員長は自然再生基金のメリットは認めつつ、

両制度の適切な共存を求めている。 

この議論は、規制的アプローチ（BNG）と資金プール型アプローチ（自然再生基金）の制度設計におけ

る根本的な課題を浮き彫りにしている25。 

 

ｂ．自然市場フレームワーク：ボランタリー市場の発展 

（ａ）イギリス政府によるカーボンクレジットと生物多様性クレジットの統合 

イギリス政府は 2023 年 3 月に「自然市場フレームワーク」を公表し、生物多様性とカーボンを包括する

統合的な「自然市場」アプローチを採用した。この特徴的な枠組みは、自然の保全・回復活動から生じる測

定可能な環境便益を「自然クレジット（nature credits）」として定量化し、取引可能にするものである。こ

れには生物多様性クレジットや自然由来のカーボンクレジットなどが含まれる。カーボンクレジットと生物

多様性クレジットを分離せず、統合的な市場として捉える視点に基づき、2027 年までに年間 5 億ポンド、

2030年までに 10億ポンド以上の民間投資を自然回復に動員する目標を掲げている。 

このフレームワークは、国内の「森林地（ウッドランド）カーボンコード」と「泥炭地（ピートランド）

コード」を基盤としている。両コードは 2023年末から 2024年初頭にかけて合計 2,200以上のプロジェクト

を登録するなど、国内で最も確立されたボランタリーな自然由来のカーボンクレジット認証制度である。こ

れらのコードは農村地域スチュワードシップイノベーション研究（FIRNS）の資金を受けて、カーボンクレ

ジットと生物多様性クレジットを統合する方法論の開発を進めている。具体的には、①各種クレジット（カ

ーボンクレジットおよび生物多様性・水などその他生態系サービスクレジット）の売買当事者間の契約雛形、

②森林地・泥炭地両コードのプロジェクトがもたらす生物多様性上の利益の測定・評価・クレジット化手法

の開発である26 27。 

 

（ｂ）ボランタリーカーボン・自然市場のインテグリティ原則策定 

さらに、2024年 11月にエネルギー安全保障・ネットゼロ省（DESNZ）が「ボランタリーカーボン・自然

市場のインテグリティ原則」として 6つの原則28を示した。2025年 4月にはこれらの原則の実施方法に関す

る市中協議が開始され、国際非営利団体のボランタリーカーボン市場インテグリティイニシアチブ（VCMI）

が開発した基準をベストプラクティスとして採用することなどが提案されている29 30。この協議は、イギリ

 
25 OPIS, “Biodiversity Market Report: 22 May 2025”（2025.5）ほか 
26 前掲注 11 
27 この「生物多様性クレジット開発プロジェクト」は、当初 2025年 3 月の完了を予定しており、2025年 2 月末には両コー

ドの執行委員会に対し生物多様性定量化の枠組みが諮られた。当該基準内での生物多様性クレジットの開発が支持されたもの

の、2025 年中に生物多様性クレジットの枠組みを開始せず、さらなる資金調達により研究開発を継続する判断がなされた。

なお、この方法論では、「スタッキング」や「バンドリング」と呼ばれる手法により、単一の自然回復プロジェクトから生物

多様性・炭素隔離・水質向上などの複数のクレジットタイプを生成できるようにすることが検討されている（Woodland 

Carbon Code ウェブサイト「Biodiversity crediting」(visited Jun. 1st, 2025)）。 
28 ①バリューチェーン内での野心的行動に加えたクレジット使用、②高インテグリティクレジットの使用、③サステナビリ

ティ報告におけるクレジット使用計画の測定・開示、④将来（移行）計画の策定、⑤適切な用語による正確な環境的訴求、⑥

市場成長への協力―が掲げられている。 
29 DESNZ, “Voluntary carbon and nature markets: raising integrity - consultation document (accessible webpage)”

（2025.4）、VCMI, “UK looks to strengthen role of high-integrity voluntary carbon markets in meeting global climate 

targets”（2025.4） 
30 なお、市中協議では、カーボンクレジットに関する規定の方が詳細に検討されており、「非カーボン自然クレジットに基づ

 

https://www.gov.uk/government/publications/nature-markets-framework-progress-update-march-2024/nature-markets-framework-progress-update-march-2024
https://www.gov.uk/government/consultations/voluntary-carbon-and-nature-markets-raising-integrity/voluntary-carbon-and-nature-markets-raising-integrity-consultation-document-accessible-webpage
https://www.gov.uk/government/consultations/voluntary-carbon-and-nature-markets-raising-integrity/voluntary-carbon-and-nature-markets-raising-integrity-consultation-document-accessible-webpage
https://www.gov.uk/government/consultations/voluntary-carbon-and-nature-markets-raising-integrity/voluntary-carbon-and-nature-markets-raising-integrity-consultation-document-accessible-webpage
https://www.gov.uk/government/consultations/voluntary-carbon-and-nature-markets-raising-integrity/voluntary-carbon-and-nature-markets-raising-integrity-consultation-document-accessible-webpage
https://vcmintegrity.org/uk-looks-to-strengthen-role-of-high-integrity-voluntary-carbon-markets/
https://vcmintegrity.org/uk-looks-to-strengthen-role-of-high-integrity-voluntary-carbon-markets/
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スを「グリーンファイナンスのグローバル・ハブ」として位置づける「変革のための計画」の一環であり、

生物多様性とカーボンを包括する統合的な「自然市場」アプローチを推進するものである。同省の発表によ

れば、適切な条件下で自然市場31は 2050年までに最大 690億ドルの価値を持つ可能性があるとされる32。 

 

（ｃ）英国規格協会（BSI）による自然投資基準（NIS）プログラム 

環境・食料・農村地域省（Defra）の資金提供のもと、英国規格協会（BSI）による「自然投資基準（NIS）

プログラム」も進行している。このプログラムは、自然プロジェクト供給者（主に農家や土地管理者）が定

量化された環境改善を買い手に販売できる高インテグリティな自然市場の構築を目指すもので、一連の基準

開発が段階的に進められている。 

 

○ 自然市場の包括的原則と枠組み（BSI Flex 701）：2024年 3月に初版（v1.0）を市中協議に付し、2025

年 3月に更新版（v2.0）33を正式公表34 

○ 生物多様性基準（BSI Flex 702）：生物多様性成果の要件を規定し、2024年 10月から 2025年 1月ま

で初版（v1.0）の市中協議を実施35 

○ 自然由来カーボン基準（BSI Flex 703）：イギリスの自然由来プロジェクトによる高品質炭素除去と温

室効果ガス削減の要件を規定し、2025年 3月から 5月まで初版（v1.0）の市中協議を実施36 

○ 栄養塩市場向け要件（BSI Flex 704）：水域の富栄養化対策効果の定量化要件を規定し、2025年 6月

から 7月まで初版（v1.0）の市中協議を実施37 

○ コミュニティの参画・便益に関する要件（BSI Flex 705）：2025年の夏に市中協議実施予定38 

○ 市場ガバナンス・運営に関する基準39：2025年公表予定 

 

これらの基準群は、BSI Flex 701 を基盤として各分野に特化した要件を規定し、政府が掲げる 2030年ま

での自然投資目標達成を支援するものである40。特に生物多様性に関する BSI Flex 702は、国内の自然市場

向け生物多様性プロジェクトの測定・報告・検証（MRV）の品質と一貫性を高めることを目的としている41。 

 
く訴求に関する同等の情報要件は現在提案していない」とされている（DESNZ, “Policy paper: Principles for voluntary 

carbon and nature market integrity”（2024.11））。 
31 政府はボランタリー自然市場を、「生物多様性を含む自然活動、および富栄養化対策や自然由来の炭素隔離などの生態系サ

ービスを通じて環境成果をもたらす活動に対する支払い」と定義している。 
32 DESNZ et al., “UK backs businesses to trade carbon credits and unlock finance”（2025.4） 
33 BSI, “Nature markets – Overarching principles and framework – Specification: March 2025 Version 2”（2025.3） 
34 なお、BSI はこの基準を「反復的に開発されるもの」と位置づけ、市場や政府政策の進展に合わせて改良し続ける意向を

示している（BSI, “BSI launches UK nature markets principles standard for consultation”（2024.3））。 
35 Defra, “Setting the standard for biodiversity markets in the UK”（2024.11） 
36 BSI, “BSI Flex 703 v1.0:2025-03 Nature markets – Supply of nature-based carbon benefits – Specification”（2025.3） 
37 湿地開発や農業活動停止などの手法により 1kg単位（窒素またはリン酸塩）での栄養塩クレジット発行を可能とする高イ

ンテグリティ基準提供を目指している。なお、一部の開発事業者からは栄養塩クレジットと BNGの生物多様性ユニットの統

合活用を求める声も上がっている（Giada Ferraglioni, “UK standards body launches consultation on nutrient credits”

（Carbon Pulse, 2025.6））。 
38 NFCA, “Consultation Launched - Community Inclusion Standard for the UK”（2024.12） 
39 シリーズ連番からは BSI Flex 706 と推測されるものの、規格名は公表されていない。 
40 なお、根幹となる BSI Flex 701 は「自然市場全体の行動のための包括的な枠組みの確立」「高インテグリティクレジット

とポジティブな環境成果の支援」「グリーンウォッシュの抑制」を目指し、湿地回復・水質改善・洪水レジリエンス構築・ハ

ビタット創出などのプロジェクトを対象としている（Defra et al., “New world-leading nature finance standards launched 

to encourage green investment”（2025.3））。 
41 政府によれば国内で少なくとも 23 の異なる生物多様性制度が存在しており、こうした乱立状況を整理し、生物多様性クレ

 

https://www.gov.uk/government/publications/voluntary-carbon-and-nature-market-integrity-uk-government-principles/principles-for-voluntary-carbon-and-nature-market-integrity
https://www.gov.uk/government/publications/voluntary-carbon-and-nature-market-integrity-uk-government-principles/principles-for-voluntary-carbon-and-nature-market-integrity
https://www.gov.uk/government/news/uk-backs-businesses-to-trade-carbon-credits-and-unlock-finance
https://www.bsigroup.com/siteassets/pdf/en/insights-and-media/insights/brochures/uk-ks-strgy-strgc-nss-sus-other-mp-bsiflex701v2-0025-pdf.pdf
https://www.bsigroup.com/en-GB/insights-and-media/media-centre/press-releases/2024/march/bsi-launches-uk-nature-markets-principles-standard-for-consultation/
https://defraenvironment.blog.gov.uk/2024/11/06/setting-the-standard-for-biodiversity-markets-in-the-uk/
https://standardsdevelopment.bsigroup.com/projects/9025-11648
https://carbon-pulse.com/406466/
https://carbon-pulse.com/406466/
https://www.natcert.earth/consultation-launched-community-inclusion-standard-for-the-uk/
https://www.gov.uk/government/news/new-world-leading-nature-finance-standards-launched-to-encourage-green-investment
https://www.gov.uk/government/news/new-world-leading-nature-finance-standards-launched-to-encourage-green-investment
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イギリスの取組みの特徴は、法規制型の BNG 制度（コンプライアンス市場）と自主的な「自然市場」ア

プローチ（ボランタリー市場）が相互補完的に機能する点にある。BNG制度は開発事業者に生物多様性向上

の義務を課す強制力のある制度である一方で、自然市場フレームワークはボランタリーな取組みを促進し、

より広範な民間投資を動員するための基盤を提供している42。これらの異なるアプローチを並行して推進す

ることで、規制と市場メカニズムのそれぞれの利点を活用し、カーボンと自然を包括的に捉える国際的な潮

流を先取りするものと言える。 

 

②民間主導の取組み 

ａ．Earthly：BNG 準拠の小規模ユニット生物多様性クレジット 

イギリスのネイチャーテック企業 Earthlyはボランタリー生物多様性クレジット取引のためのプラットフ

ォームを開発し、高品質の生物多様性クレジットへのアクセスを提供している。同社のプラットフォームは

位置情報企業 What3Words による位置マッピングシステムを活用し、企業が支援する生物多様性プロジェ

クトの正確な位置を特定・追跡できる独自の機能を備えている43。2024 年 10 月にはモバイルゲーム開発企

業の Kingが、サウスダウンズ国立公園の本生物多様性クレジットの初回購入（2万 8,000ポンド分）者とな

るなど、企業の生物多様性への取組みを促進している44。Earthlyの生物多様性クレジットは BNGの方法論

に準拠しつつ、より小規模なユニット（9 ㎡単位）に分割することで、より多様な企業の参加を可能にして

いる点が特徴である45。 

ただし、King による購入以降は小規模な取引に留まっており、「イギリスのボランタリー生物多様性市場

はほぼ存在しない状態」との指摘もある。現状では、多くの企業はカーボンクレジットに生物多様性付加価

値を見出して市場レートを上回る価格で購入する傾向にある46。 

 

ｂ．Algapelago Marine：海洋生物多様性クレジットの先駆事例 

国内最大級の海藻養殖ライセンス保有企業 Algapelago Marine が 2025 年 4 月に公表した「Blue Forest 

Program47」は、欧州初の沖合実証プロジェクトとして、培養した昆布・貝類・海底生態系の修復を活用して

海洋生態系の回復を加速させる取組みを行っている。このプロジェクトでは、eDNA解析と安定同位体モデ

リングを組み合わせた手法で海藻農場から堆積物シンクへの粒状有機炭素（POC）の流れを測定し、カーボ

ン固定と生物多様性の双方を評価している。生物多様性評価には、堆積物 eDNA、音響モニタリング、表面・

底生カメラ、海藻・貝類の栽培ライン上の種のカウントなど、複数の調査手法を活用している48。 

 
ジットの信頼性向上を図る観点からも、統一的な基準の整備が進められている（Defra, “Setting the standard for 

biodiversity markets in the UK”（2024.11））。 
42 この点について、イギリス政府は「土地は有限だが、適切な投資があれば多機能的な便益をもたらすよう管理できる」と

述べ、「農家や土地管理者が食料だけでなく、気候、生物多様性、その他の生態系サービスを生産するために土地の潜在力を

最大化できる政策枠組みを構築する」というビジョンを示している。また、環境のインテグリティを損なわない形で、「異な

る公的・民間金融メカニズムからの収入を組み合わせる（スタッキングする）」ことを可能にするルールを明確化し、「より環

境に配慮した野心的なプロジェクトや土地管理モデルへの投資を実現するビジネスケースの創出」を目指すとしている（前掲

注 11）。 
43 Earthlyウェブサイト「Integrate nature into your business」(visited Jun. 1st, 2025) 
44 South Downs National Park, “Direct Partnerships”（2025.2） 
45 Earthlyウェブサイト「Integrate nature into your business」(visited Jun. 1st, 2025) 
46 例えば、エンジニアリングコンサルティング企業 Arupは 2025年 3 月に、生物多様性価値の高いハビタットバンクから市

場レートの 2.5 倍となる 100万ポンドのカーボンクレジットを購入している（前掲注 23）。 
47 「ブルーフォレスト」と呼ばれる海中林（褐藻類から形成される水中林）は、温帯海域における最も高い生物多様性を有

する生態系のひとつである。 
48 OPIS, “Biodiversity Market Report: 01 May 2025”（2025.5） 

https://defraenvironment.blog.gov.uk/2024/11/06/setting-the-standard-for-biodiversity-markets-in-the-uk/
https://defraenvironment.blog.gov.uk/2024/11/06/setting-the-standard-for-biodiversity-markets-in-the-uk/
https://www.gov.uk/government/publications/nature-markets-framework-progress-update-march-2024/nature-markets-framework-progress-update-march-2024
https://www.gov.uk/government/publications/nature-markets-framework-progress-update-march-2024/nature-markets-framework-progress-update-march-2024
https://earthly.org/nature-based-projects/voluntary-biodiversity-credits
https://www.southdowns.gov.uk/renature-credits/success-stories/direct-partnerships/
https://earthly.org/nature-based-projects/voluntary-biodiversity-credits
https://carbon-pulse.com/405443/
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(２)オーストラリア 

オーストラリアでは、連邦レベルの自然修復市場に加え、州レベル・民間レベルでも多層的な生物多様性

クレジット市場の構築が進んでいる。また、「Cassowary Credits」制度は、国内初のカーボンクレジットと

の併用を実現し、ダブルカウント防止メカニズムも確立した。これは土地所有者に収益源の多様化をもたら

すとともに、他国の制度設計にも大きな影響を与える可能性を秘めている。 

 

①政策的取組み 

ａ．ニューサウスウェールズ（NSW）州の生物多様性オフセット制度：20 年以上の歴史を持つ先駆制度 

オーストラリアは生物多様性オフセット制度（BOS）の先駆国であり、特にニューサウスウェールズ（NSW）

州の制度は 20 年以上の歴史を有する。2016 年に生物多様性保全法（BCA）で法制化され49、開発事業者に

開発による生物多様性への影響を相殺するためのオフセットを義務付けている。「回避→最小化→相殺」のミ

ティゲーションヒエラルキーを原則としている。 

NSW州では生物多様性評価手法（BAM）という評価システムを用いて、生態系クレジットと種クレジッ

トの 2 種類が設定されている≪図表 4≫。ただし、現在その根拠法である BCA の大幅な改革が進行中であ

る。 

2023年 8月に公表された独立調査（Henry Review）は、現行制度に対し「主要な目的である健全で生産

的かつ回復力のある環境の維持」を果たしておらず、「今後もそれを達成することはないであろう」というか

つてない厳しい評価を下した50。 

環境団体や研究者からも、現行制度の下では生物多様性の損失が続いており、特に土地開墾が依然として

最大の脅威となっていることが指摘されている。NSW政府自身のデータによれば、BCA導入後も毎年約 10

万 haの原生植生が開墾されており、このうち 83%が農業目的によるものである51。科学者らは、自然損失の

不可逆性、代替不可能性、場所固有性を考慮すると、単純に「ネイチャーポジティブ（自然再興）」や「ノー

ネットロス（正味の損失なし）」を掲げるだけでは不十分であり、希少種の個体群の損失を別の個体群の増加

で相殺することの生態学的妥当性については慎重な検討が必要と警告した52。 

こうした中、Henry Reviewの調査結果を踏まえ、NSW州政府は 2024年 7月に「NSW plan for nature」

を公表し、2024年 11月には改正 BCAが成立した。改正 BCAは 2025年 3月に施行され、制度の抜本的改

革が実現した。 

 
49 NSW Government, “Biodiversity Conservation Act 2016 No 63”（2025.4） 
50 Ken Henry et al., “Final Report: Independent Review of the Biodiversity Conservation Act 2016”（2023.8）、

Environmental Defenders Office, “NSW Biodiversity Conservation Act is failing and requires urgent reform”（2023.8） 
51 Hugh Possingham et al., “Strong progress – from a low base: here’s what’s in NSW’s biodiversity reforms”（The 

Conversation, 2024.7） 
52 Biodiversity Council, “NSW Biodiversity Act set for major overhaul”（2024.7） 

https://legislation.nsw.gov.au/view/html/inforce/current/act-2016-063
https://www.parliament.nsw.gov.au/tp/files/186428/Independent%20Review%20of%20the%20Biodiversity%20Conservation%20Act%202016-Final.pdf
https://www.edo.org.au/2023/08/24/report-finds-nsw-biodiversity-conservation-act-is-failing-and-requires-urgent-reform/
https://theconversation.com/strong-progress-from-a-low-base-heres-whats-in-nsws-biodiversity-reforms-234917
https://theconversation.com/strong-progress-from-a-low-base-heres-whats-in-nsws-biodiversity-reforms-234917
https://biodiversitycouncil.org.au/news/nsw-biodiversity-act-set-for-major-overhaul
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Insight Plus 
 

 

） 
改正 BCA では、従来の「ノーネットロス」基準

を超えた「ネットポジティブ」な生物多様性成果へ

の移行が法定化され、環境大臣にはネットポジティ

ブ移行戦略の策定が義務付けられた。また、「回避→

最小化→相殺」のミティゲーションヒエラルキーが

法律に明記され、開発事業者は生物多様性への影響

をオフセットする前に、回避・最小化のための「す

べての合理的な措置」を講じることが求められるよ

うになった。さらに、生物多様性保全基金（BCF）

への支払いによるオフセット義務履行を制限でき

る規制制定権限も導入された。また、新たな公的登

録簿の設置により透明性の大幅な向上が図られ、開

発事業者はより厳格なオフセット義務と生物多様

性影響の審査を受けると予想される53。ただし、「同

種同等（like-for-like）」の生物多様性クレジットに

よるオフセットを原則とする方針が BCF への支払

いで形骸化するとの課題に対しては、BCFの管理者

に支払い受領から 3年以内のクレジット確保義務を

課すに留まり、BCF支払いによる迂回（抜け道とし

ての利用）を具体的に制限する規制の制定は今後の

課題として残された54。 

なお、本格的な改革は 2025 年以降段階的に実施

される。2025年 3月に改正 BCAの大部分が施行さ

れたものの、プロジェクト設計段階で生物多様性へ

の影響を回避・最小化する真の措置の評価に関する

重要な条項は除外されており、関連する 2017 年生

物多様性保全規則の改正完了までは現行制度下で

の評価・決定が継続される55。 

 

 

 

 

ｂ．自然修復市場：連邦レベルのボランタリー生物多様性証明書市場 

2023 年 12 月には連邦レベルで自然修復市場法が施行され56、自然修復市場と称される全国的な自然資本

市場（国家レベルのボランタリー生物多様性証明書市場）の基盤が整備された。この市場は個人・企業・地

 
53 Michelle Astridge et al., “New Bill to Reform the Nsw Biodiversity Offset Scheme”（King & Wood Mallesons, 2024.8） 
54 Environmental Defenders Office, “NSW Government moving ahead with long-awaited biodiversity reforms”

（2024.12）、Simmons Partner, “Biodiversity Conservation Amendment (Biodiversity Offsets Scheme) Act 2024 (NSW)”

（sparke HELMORE LAWYERS, 2025.3） 
55 NSW Government ウェブサイト「Biodiversity Offsets Scheme reforms」(visited Jun. 1st, 2025) 
56 DCCEEW ウェブサイト「Legislation」(visited Jun. 1st, 2025) 

≪図表 4≫BOSの生物多様性クレジット市場販売状況 

 
（出典）NSW Government, “Biodiversity credits market overview”

（2025.6）、NSW Government, “Latest price for species credits”

（2025.6）ほかをもとに作成 

生態系

ホワイトボックスブレイクリーズレッドガム
森林地帯

カンバーランド平原の森林
シドニー盆地生物地帯 シドニー後背地乾性広葉樹林

ニューサウスウェールズ州沿岸氾濫原の
河床ユーカリ林

アルテシアンスプリングス生体群
グレートアルテシアン盆地 ハンターマクレー乾性広葉樹林

https://www.kwm.com/au/en/insights/latest-thinking/new-bill-to-reform-the-nsw-biodiversity-offset-scheme.html
https://www.edo.org.au/2024/12/09/nsw-government-moving-ahead-with-long-awaited-biodiversity-reforms/
https://www.edo.org.au/2024/12/09/nsw-government-moving-ahead-with-long-awaited-biodiversity-reforms/
https://www.sparke.com.au/insights/biodiversity-conservation-amendment-biodiversity-offsets-scheme-act-2024-nsw/
https://www.sparke.com.au/insights/biodiversity-conservation-amendment-biodiversity-offsets-scheme-act-2024-nsw/
https://www.environment.nsw.gov.au/topics/animals-and-plants/biodiversity-offsets-scheme/news-and-updates/biodiversity-offsets-scheme-reforms#commencement-of-the-amendment-act-and-development-of-supporting-regulations
https://www.dcceew.gov.au/environment/environmental-markets/nature-repair-market/legislation
https://app.powerbi.com/view?r=eyJrIjoiZWI3MmZhMTctZGVjNi00ZTdlLTkwZTEtOGY4NWNhYjc3M2RiIiwidCI6Ijk2ZWY4ODIxLTJhMzktNDcxYy1iODlhLTY3YjA4MzNkZDNiOSJ9
https://app.powerbi.com/view?r=eyJrIjoiZWI3MmZhMTctZGVjNi00ZTdlLTkwZTEtOGY4NWNhYjc3M2RiIiwidCI6Ijk2ZWY4ODIxLTJhMzktNDcxYy1iODlhLTY3YjA4MzNkZDNiOSJ9
https://app.powerbi.com/view?r=eyJrIjoiZWI3MmZhMTctZGVjNi00ZTdlLTkwZTEtOGY4NWNhYjc3M2RiIiwidCI6Ijk2ZWY4ODIxLTJhMzktNDcxYy1iODlhLTY3YjA4MzNkZDNiOSJ9
https://app.powerbi.com/view?r=eyJrIjoiZWI3MmZhMTctZGVjNi00ZTdlLTkwZTEtOGY4NWNhYjc3M2RiIiwidCI6Ijk2ZWY4ODIxLTJhMzktNDcxYy1iODlhLTY3YjA4MzNkZDNiOSJ9
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） 
方政府・先住民族コミュニティなど幅広い参加者に開かれており、生物多様性証明書の取得や取引が可能と

なる57。2025年に正式稼働を開始し、同年 2月には初の方法論「在来林・森林生態系の再植林方法論」が公

表された58。この方法論は、歴史的に広範な森林伐採が行われたランドスケープにおいて、在来林の再植林

を通じて生物多様性を向上させるプロジェクトを対象としている59。同時に、国内のカーボンクレジット制

度（ACCU）との相互運用性も確保されている60 61。 

現在、クリーンエネルギー規制監督庁（CER）が市場運営を行っている。今後も永続的保全方法論、侵略

的生物管理方法論、草原方法論など、複数の方法論開発が予定されている62。また、先住民族主導の方法論開

発に向けて先住民族組織とのパートナーシップも進められている。「生物多様性評価手段（BAI）」も整備さ

れ、異なる方法論間での生物多様性便益の比較が可能となっている。 

また同年 6月には、連邦および州の環境大臣が「30by30」目標（2030年までに陸域・海域の 30%を保全）

に向けたロードマップに合意し、「OECM」（保護地域以外の生物多様性保全に資する区域）を自然修復市場

の枠組みに組み込むことも決定している63。これらの取組みは、保護地域の拡大と生物多様性クレジット市

場の連携を図る先進的な事例として注目される。 

生態学などの専門家からは、市場メカニズムだけでは不十分であり、政府による長期的な投資や強固な環

境法の整備も必要との指摘もなされているが64、自然修復市場は民間資金を活用した生物多様性保全の新た

な資金調達手段として期待されている。 

 

②民間主導の取組み 

ａ．Wilderlands：永久保全型生物多様性ユニット（BDU） 

オーストラリアの生物多様性クレジット開発企業 Wilderlands は、2022 年 8 月の設立以来、独自の「生

物多様性ユニット（BDU)」を開発・販売しており、国内の脆弱なハビタット保全に大きな成果を上げている。

4つの主要保全プロジェクト（ビクトリア州の Budgerum、NSW州の Crowes Lookoutと Alleena、南オー

ストラリア州の Coorong Lakes）を管理しており、各プロジェクトは様々な希少種や固有種の保全に貢献し

ている。各 BDUは 1㎡の土地の永久保全と 20年間の積極的管理を表し、すでに 10万以上のユニット（約

10ha相当）が保全されている。各 BDUは 3から 10豪ドルで取引されている。 

Wilderlands のクレジットは多様な購入者に販売されており、複数の鉱業企業や不動産開発企業も主要な

買い手となっている。これらの企業はサプライチェーンの持続可能性向上や ESG 目標達成の一環として生

物多様性クレジットを購入しており、開発事業者からも具体的な需要が存在することを示している。 

Wilderlandsは先住民との協働も展開している。特に Coorong Lakesプロジェクトは先住民Ngarrindjeri

 
57 Lily Robinson, “A Year and a Half in, What Progress Has Been Made on Australia’s Nature Repair Market?”

（International Land Conservation Network, 2024.6） 
58 Australian Government, “Nature Repair (Replanting Native Forest and Woodland Ecosystems) Methodology 

Determination 2025”（2025.2） 
59 Elisa de Wit et al., “The Nature Repair Market formally commences”（Norton Rose Fulbright, 2025.3） 
60 DCCEEW ウェブサイト「Nature Repair Market」(visited Jun. 1st, 2025)、DCCEEWウェブサイト「Replanting native 

forest and woodland ecosystems method」(visited Jun. 1st, 2025) 
61 2025 年 5 月には国内のカーボンクレジット投資企業 Silva Capital により初のプロジェクト申請がなされた（Mark Tilly 

et al., “Australia’s Nature Repair Market sees first project submitted”（Carbon Pulse, 2025.5））。 
62 Elisa de Wit et al., “An overview of the Nature Repair Market”（Norton Rose Fulbright, 2024.9） 
63 これに先立ち、2025 年 3 月にオーストラリア政府は 30by30 目標の達成を支援するため、追加で 3,000 万 ha（ニュージー

ランドの国土面積を上回る規模）の森林地を保全するための 2 億 5,000 万豪ドルの投資を発表した。この大規模投資は、自然

修復市場の発展を加速させるものと期待されている。 
64 Alison Ritchie, “Nature Repair Market – Can we achieve nature-positive outcomes?”（Ecological Society of Australia, 

2023.11） 

https://landconservationnetwork.org/a-year-and-a-half-in-what-progress-has-been-made-on-australias-nature-repair-market/
https://landconservationnetwork.org/a-year-and-a-half-in-what-progress-has-been-made-on-australias-nature-repair-market/
https://www.legislation.gov.au/F2025L00253/latest/text
https://www.legislation.gov.au/F2025L00253/latest/text
https://www.nortonrosefulbright.com/en-au/knowledge/publications/2b07d1b8/the-nature-repair-market-formally-commences
https://www.dcceew.gov.au/environment/environmental-markets/nature-repair-market
https://www.dcceew.gov.au/environment/environmental-markets/nature-repair-market/replanting-native-forest-woodland-ecosystem-method
https://www.dcceew.gov.au/environment/environmental-markets/nature-repair-market/replanting-native-forest-woodland-ecosystem-method
https://carbon-pulse.com/394970/
https://carbon-pulse.com/394970/
https://www.nortonrosefulbright.com/en/knowledge/publications/c8e02fe3/an-overview-of-the-nature-repair-market
https://www.ecolsoc.org.au/bulletin/nature-repair-market/
https://www.ecolsoc.org.au/bulletin/nature-repair-market/
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） 
族との協働で実施されており、伝統的知識と現代的保全手法の融合が図られている65。 

また、Wilderlandsは企業とのパートナーシップも積極的に推進している。2024年後半にはアジア太平洋

のカーボンオフセット企業である Tasman Environmental Markets（TEM）と連携し、「Extended Impact」

ソリューションの提供を開始した。これは、Wilderlands の BDUと TEMのプロジェクトから認証されたカ

ーボンクレジットを組み合わせたもので、購入者に国内でのカーボン排出量のオフセットと自然保全の機会

を同時に提供するものである。 

さらに、消費者市場における生物多様性保全の価値の可視化を目指し、パーソナルケアブランド al.ive body

との共同製品開発も行っている。この取組みでは、同ブランドの製品ひとつの購入につき 1㎡の土地が保全

される仕組みを導入しており、日常的な消費活動と生物多様性保全を直接結びつける新たなモデルを提示し

ている66。 

Wilderlandsは「調達された資金の 70%以上がプロジェクトの継続的管理に直接使用される」という透明

性の高いモデルを構築しており67、土地所有者に自然保全のための経済的インセンティブを提供している。 

 

ｂ．Accounting for Nature（AFN）：測定された成果に対する支払い制度 

オーストラリアの環境市場企業GreenCollarはNaturePlus生物多様性クレジットという仕組みを開発し、

2024年後半には独立性確保のため独立非営利団体 Accounting for Nature（AFN）に管理が移管された68。 

この仕組みの特徴は「測定された成果に対する支払い」であり、将来の生物多様性回復を目指す活動では

なく、「既に第三者監査・認証された環境状態の向上を達成したプロジェクトにのみクレジットを付与」する

点にある。各 NaturePlus Credit は「1ha の測定・検証された積極的な修復またはハビタット・種の保全」

を表し、継続的クレジット付与により長期的改善を促す設計となっている。同制度はあらゆる生態系への適

用を想定して設計されており、在来植生・動物相・土壌・淡水・海洋環境に対応する AFN認定手法の利用が

可能である。2023 年 10 月に最初のクレジット（8,500 超）が NSW 州西部の持続可能放牧・カーボンファ

ーミング（農地における炭素貯留活動）プロジェクトに発行された69。現在 20 のプロジェクトが登録中で、

うち 2つがクレジット発行済みであり、これまでに 6万 435クレジットが発行されている70。 

 

ｃ．Eco-Markets Australia：カーボンクレジット併用可能ヒクイドリクレジット 

国内における独立環境市場管理機関の Eco-Markets Australia は、2025 年 5 月に新たな生物多様性クレ

ジット市場「Cassowary Credits（ヒクイドリクレジット）」を開始した。Eco-Markets Australiaは既に Reef 

Credit Scheme（グレートバリアリーフの水質改善のためのボランタリー環境市場）も運営している。 

この市場はクイーンズランド州Wet Tropics地域の熱帯雨林保全を目的とし、「カーボンクレジットのコベ

ネフィットではなく、純粋な生物多様性クレジット」として設計されている。政府管理のカーボンクレジッ

 
65 このプロジェクトでは希少な「銅色トリデントブルー蝶」が偶然発見されており、生物多様性クレジットプロジェクトが

新たな科学的知見にも貢献し得ることを示す事例と言える。 
66 2023 年にはアデレードフェスティバルなどの文化イベントとも連携し、フェスティバル参加者が地域の生物多様性保全に

貢献できる仕組みも確立している。 
67 Wilderlands, “Wilderlands protects 100,000 square metres of vulnerable Australian habitat through biodiversity 

credits”（The National Tribune Australia, 2024.4） 
68 さらに 2025 年 5 月、AFNは同制度を監督する独立委員会の設立を発表した（Sergio Colombo, “Accounting for Nature 

sets up committee to oversee biodiversity credit scheme”（Carbon Pulse, 2025.5））。 
69 GreenCollar, “GreenCollar’s market leading NaturePlus™ biodiversity scheme begins issuing credits”（2023.10）、

GreenCollarウェブサイト「About NaturePlus®」(visited Jun. 1st, 2025) 
70 GreenCollarウェブサイト「A scheme helping drive investment into global conservation outcomes」(visited Jun. 1st, 

2025) 

https://www.nationaltribune.com.au/wilderlands-protects-100-000-square-metres-of-vulnerable-australian-habitat-through-biodiversity-credits/
https://www.nationaltribune.com.au/wilderlands-protects-100-000-square-metres-of-vulnerable-australian-habitat-through-biodiversity-credits/
https://carbon-pulse.com/399906/
https://carbon-pulse.com/399906/
https://greencollar.com.au/natureplus-biodiversity-scheme-begins-issuing-credits/
https://www.naturepluscredits.com/about-natureplus/
https://naturepluscredits.com/
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） 
ト制度（ACCU）との「スタッキング」（同一土地での複数種クレジット同時創出）71が国内で初めて実現さ

れた点が特徴である。ただし、オフセット目的での使用は禁じられており、自然への積極的貢献のみに限定

されている。ダブルカウントを防ぐため、ACCUプロジェクトが先行登録され、生物多様性クレジットには

「ACCUプロジェクト単独では実現しなかったであろう追加的な生物多様性便益」の提供が求められる。測

定手法では、測定可能で独立して検証された熱帯雨林の状態改善を重視し、先住民の「積極的参加」を制度

に組み込んでいる。 

また、本制度は Wet Tropics地域に限定されており、連邦の自然修復市場や前記 bの NaturePlusとは別

個に運営される72。 

 

(３)米国 

米国では、オフセットベースの保全バンキング制度が実施されてきたほか、2025年 5月には国内初のオフ

テイク生物多様性クレジット契約が締結され、実用化段階に入った。 

 

①政策的取組み 

ａ．保全バンキング：絶滅危惧種保護法に基づくハビタット保全市場 

米国の保全バンキングは、絶滅危惧種保護法（ESA）に基づくハビタット保全のための市場メカニズムで

ある≪図表 5≫。1990年代から発展してきた制度で、特に種の保全に焦点を当てている点が特徴的である73。 

米 国 魚類 野 生生 物局

（FWS）が認証・監督し、種

ごとにクレジットが設定さ

れ、地理的に制限された（同

一生態系内での）取引が行わ

れる。バンクのオーナーは土

地の永続的な保全と管理に

責任を持ち、クレジットの販

売によって収入を得ること

ができる74。米国全土で 130

超の保全バンクが設立され、

15万エーカー（約 6万 ha）

以上の土地が永続的に保全

されている75。 

例えばカリフォルニア州

のサンホアキン・キタキツネ

 
71 土地所有者が単一の土地・プロジェクトから生物多様性クレジットとカーボンクレジットを同時に発行できる仕組みで、

バンドリング（複数クレジットの一体販売）やダブルカウント（重複計上）とは区別される。 
72 Jennifer Marston, “A ‘landmark development’ as Eco-Markets Australia launches biodiversity credit scheme for 

rainforests”（AFN, 2025.5）、Mark Tilly, “Eco-Markets Australia launches cassowary credit market”（Carbon Pulse, 

2025.5） 
73 Jessica Fox, “Conservation Banking: Moving Beyond California”（Ecosystem Marketplace, 2004.11）ほか 
74 FWS, “Conservation Banking: Incentives for Stewardship”（2019.9）ほか 
75 Jagdish Poudel et al., “Habitat conservation banking trends in the United States”（Springer Nature, 2019.3） 

≪図表 5≫ハビタットバンキングの概念図 

ハビタットバンキングでは、各プロジェクトが個別にではなく、複数のプロジェクトが統合された

ハビタットバンクから生物多様性クレジットを購入する 

 

（出典）Ecosystem Marketplace, “Nature's Investment Frontier: Practical paths forward for 

biodiversity markets and finance”（2025.4）をもとに作成 

 

• 高い取引コスト
• 不確実な実施コスト
• プロジェクトと義務のタイミング不一致
• 投資と影響の非永続性

• 早期投資
• 成果連動型支払い
• 土地の確保
• 取引コストの削減
• 規模の経済
• 企業のリスクと不確実性軽減
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プロジェクト 1

プロジェクト 2 プロジェクト 3

プロジェクト 4
プロジェクト 1

プロジェクト 2 プロジェクト 3

プロジェクト 4

オフセット用地の個別確保、分散管理・モニタリング クレジット購入によるオフセット用地確保、統合的長期保全

https://agfundernews.com/a-landmark-development-as-eco-markets-australia-launches-biodiversity-credit-scheme-for-rainforests
https://agfundernews.com/a-landmark-development-as-eco-markets-australia-launches-biodiversity-credit-scheme-for-rainforests
https://carbon-pulse.com/399867/
https://carbon-pulse.com/399867/
https://www.ecosystemmarketplace.com/articles/conservation-banking-moving-beyond-california/
https://www.fws.gov/sites/default/files/documents/conservation-banking.pdf
https://link.springer.com/article/10.1007/s10531-019-01747-2
https://www.ecosystemmarketplace.com/wp-content/uploads/2025/04/Natures-Investment-Frontier_Final-1.pdf
https://www.ecosystemmarketplace.com/wp-content/uploads/2025/04/Natures-Investment-Frontier_Final-1.pdf
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） 
保全プロジェクトでは、開発事業者がキタキツネのクレジットを購入して住宅建設などの開発行為による影

響を相殺している。これらのクレジットは、プロジェクトサイトから離れた場所にある保全されたキタキツ

ネのハビタットを表しており、バンクのオーナーはこのハビタットを永続的に保全・管理する責任を持つ76。 

 

②民間主導の取組み 

ａ．Qarlbo Biodiversity：米国初のオフテイク契約締結 

スウェーデンの森林投資企業 Qarlbo Biodiversityは、2025年 5月に米国サウスカロライナの森林投資企

業 6M Propertiesと生物多様性クレジットの売買契約締結を公表した。国内初のボランタリー生物多様性ク

レジットのオフテイク（将来発行予定のクレジットの事前購入）契約と報告されている。このプロジェクト

はルイジアナ州で実施され、ロングリーフパイン生態系（かつて 9,000万エーカー（約 3,640万 ha）あった

が現在は 5%未満まで減少）の復元を目指す77。 

生物多様性クレジット一般について、米国における投資家にとっては、クレジット売却による財務収益と

持続可能な土地管理による長期的資産価値向上の二重リターンが期待されている。特に金融、エネルギー、

食品・農業、消費財、建設の各業界からの需要が見込まれており、ESG目標達成の手段として位置づけられ

ている78。 

 

(４)カナダ 

①政策的取組み 

カナダにおける生物多様性クレジットに関する政策的取組みに係る有用な情報は確認できなかった。 

 

②民間主導の取組み 

ａ．Coast Funds：先住民主導の保全金融ツール 

カナダでは、先住民主導組織である Coast Fundsが 2024年 6月に、先住民（ファーストネーション）の

自然保全活動への資金動員を目的としたガイドラインを公表した。このガイドラインでは、債務型金融商品

や補助金とともに、カーボンクレジットや生物多様性クレジットが探求すべき資金調達メカニズムとして位

置付けられている。報告書では新興の生物多様性クレジットの探求がコミュニティの優先事項のひとつとし

て言及されている79。 

 

ｂ．Alus：「カーボンプラス」生物多様性クレジットによる農業ソリューション 

カナダの自然ベース農業ソリューション開発企業 Alusは、2025年 5月に「カーボンプラス」アプローチ

による初の検証済みクレジット創出を発表した。これは従来のカーボンクレジットに生物多様性の付加価値

を統合したもので、Alusの CEOは「炭素隔離は、生物多様性損失の防止と生態系保全を目指すクレジット

のより大きな便益の一部にすぎない」と述べている。 

このプロジェクトは、民間原子力発電企業 Bruce Powerがスポンサーとなる 3年間・100万カナダドルの

 
76 FWSウェブサイト「Conservation Banking」(visited Jun. 1st, 2025) 
77 Qarlbo Biodiversity, “Qarlbo Biodiversity Signs First-Ever Voluntary Biodiversity Credit Agreement in the U.S.”（PR 

Newswire, 2025.5） 
78 Elise Mackanych, “Q&A: Biodiversity credits may be the future of sustainable investing in the United States”

（Institutional Real Estate, 2025.5） 
79 Sergio Colombo, “Indigenous-led organisation says communities want to explore biodiversity credits”（Carbon Pulse, 

2024.6） 

https://www.fws.gov/service/conservation-banking
https://www.prnewswire.com/news-releases/qarlbo-biodiversity-signs-first-ever-voluntary-biodiversity-credit-agreement-in-the-us-302454723.html
https://www.prnewswire.com/news-releases/qarlbo-biodiversity-signs-first-ever-voluntary-biodiversity-credit-agreement-in-the-us-302454723.html
https://irei.com/news/qa-biodiversity-credits-may-be-the-future-of-sustainable-investing-in-the-united-states/
https://irei.com/news/qa-biodiversity-credits-may-be-the-future-of-sustainable-investing-in-the-united-states/
https://carbon-pulse.com/296464/
https://carbon-pulse.com/296464/
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） 
パイロットプロジェクトの一環として実施される。Alusは6つの州にまたがる39のコミュニティで活動し、

農家と 5万エーカー（約 2万 ha）以上のプロジェクトでパートナーシップを組んでいる。同社のクレジット

は通常のカーボンクレジットよりも「大幅に高価」になる予定で、地域コミュニティでの影響を重視してい

る。ただし、「生物多様性を測定する多様な方法はあるものの、統一プロトコルが存在しない」課題も指摘し

ている80。 

 

(５)EU 

①政策的取組み 

EUは生物多様性クレジット市場の基準・方法論を 2026 年半ばまでに確定し、2027年末までに自然市場

を確立する計画を積極的に進めている81。EUにおける生物多様性クレジット市場の発展は、2020年 5月に

採択された EU 生物多様性戦略 2030 と、2024年 8 月に発効した自然再生法（NRL）（または自然再生規則

（NRR））82という包括的な政策枠組みに支えられている。特にNRLは、EU域内の劣化した生態系の 20%

に 2030 年までに再生措置を講じるという法的拘束力のある目標を加盟国に設定しており、この目標達成に

向けた資金動員の手段として、生物多様性クレジットを含む自然市場の役割が重要視されている。 

 

ａ．自然クレジット市場政策の統合的アプローチ：オフセット排除型の積極的貢献クレジット 

（ａ）欧州委員会の自然クレジット市場政策オプション検討 

EU における行政執行機関である欧州委員会は現在、専門家を採用し自然クレジット市場の政策オプショ

ンを検討している83。 

2024年 9月には、フォン・デア・ライエン欧州委員会委員長が「農家が生物多様性損失や気候変動に対処

するための新たな金融手段が必要」と述べ、自然クレジット市場の創設に言及したほか84、同年 10 月には

CBD COP16のサイドイベントとして「生物多様性認証と自然クレジットに向けた EUの取組み」が開催さ

れた。このイベントでは、EU の先駆的な取組みとして、フランスとのパートナーシップによる湿地に関す

るパイロットプロジェクト、エストニアとのパートナーシップによる民間森林に関するプロジェクト、さら

にペルーのアマゾンでのプロジェクトが紹介された。これらは生物多様性の破壊の相殺・補償ではなく、自

然に対する積極的な貢献を目的としていることを強調している85。 

EUは 2025年予算の 7.5%を、また 2026年と 2027年には 10%を生物多様性目標に割り当てるとともに、

自然クレジットのような追加的資金源の模索を約束している86。  

 

 
80 Sarah Sobanski, “Canadian developer plans ‘carbon-plus’ biodiversity credits”（Carbon Pulse, 2025.5） 
81 前掲注 23 
82 NRLについては、鈴木大貴「環境政策をめぐり分断する欧州①～気候変動対策との両立を狙う自然再生法案～」Insight 

Plus（SOMPOインスティチュート・プラス、2023.11）、鈴木大貴「環境政策をめぐり分断する欧州②～EUの野心に陰り、

自然再生法案をめぐる応酬と課題～」Insight Plus（SOMPOインスティチュート・プラス、2023.11）を参照願う。 
83 Sophie Robinson-Tillett, “EU told to step up on biodiversity credits”（Real Economy Progress, 2024.5） 
84 Robert Hodgson, “Von der Leyen moots ‘nature credits’ market to avert ecosystem collapse”（euronews, 2024.9）、

Thomas Cox, “EU Commission boss Von der Leyen backs nature credits to drive restoration”（Carbon Pulse, 2024.9） 
85 EUは自然クレジットについて欧州投資銀行（EIB）や生物多様性クレジットに関する国際諮問委員会（IAPB）、生物多様

性クレジット同盟（BCA）、国際自然保護連合（IUCN）などの主要な国際パートナーと連携する協調的なアプローチを採用

している（European Commission, “EU delivers on its global financing commitments to protect nature at COP 16”

（2024.10））。 
86 European Commission, “Commissioner Roswall hosts high-level roundtable on nature credits as tools to finance 

nature restoration”（2025.4） 

https://carbon-pulse.com/400538/
https://carbon-pulse.com/405443/
https://www.sompo-ri.co.jp/2023/11/15/10429/
https://www.sompo-ri.co.jp/2023/11/15/10429/
https://www.sompo-ri.co.jp/2023/11/30/10580/
https://www.sompo-ri.co.jp/2023/11/30/10580/
https://real-economy-progress.com/eu-told-to-step-up-on-biodiversity-credits/
https://www.euronews.com/green/2024/09/13/von-der-leyen-moots-nature-credits-market-to-avert-ecosystem-collapse
https://carbon-pulse.com/322136/
https://international-partnerships.ec.europa.eu/news-and-events/news/eu-delivers-its-global-financing-commitments-protect-nature-cop-16-2024-10-31_en
https://international-partnerships.ec.europa.eu/news-and-events/news/eu-delivers-its-global-financing-commitments-protect-nature-cop-16-2024-10-31_en
https://environment.ec.europa.eu/news/commissioner-roswall-hosts-high-level-roundtable-nature-credits-2025-04-23_en
https://environment.ec.europa.eu/news/commissioner-roswall-hosts-high-level-roundtable-nature-credits-2025-04-23_en
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） 
（ｂ）「Climate Biodiversity Nexus」プロジェクト 

2024年 1月には「Climate Biodiversity Nexus」プロジェクトが始動し、ボランタリーカーボン市場と生

物多様性保全の連携強化や、独立した生物多様性クレジットの開発に関する調査が行われた87。特に市場の

需要側、およびその規模と質を向上させるための政策措置に焦点が当てられ88、同年 10月に終了している89。 

 

（ｃ）EU 持続可能な金融に関するハイレベル専門家グループ（HLEG）提言 

2024 年 4 月に公表された EU 持続可能な金融に関するハイレベル専門家グループ（HLEG）の最終報告

書において、中低所得国（LMICs）への投資促進手段として生物多様性クレジット市場の拡大が欧州委員会

に提言されたことも重要な進展と言える。同時に報告書は「生物多様性クレジット市場はまだ初期段階であ

り、国際的に認知された生物多様性単位の方法論確立、価格設定メカニズムの構築、追加性に関連する規制

とインテグリティのセーフガードの採用といった課題に直面している」と指摘している90。 

 

ｂ．自然市場構築に向けたロードマップ策定 

欧州委員会は 2025 年 5 月に、同年末までに自然市場構築・拡大のための包括的ロードマップを策定する

計画を公表した。このロードマップは、生物多様性の定量化・監視、取引インフラの構築、自然クレジット

の需要喚起という 3つの重点分野に焦点を当て、加盟国やステークホルダーとの協力のもと「国際的な生物

多様性認証に向けた新たなアプローチ」を目指すとしている。 

リーク文書によると、EU レベルでの規制介入の適切性・必要性の検討や、対象を絞った公的・官民共同

の初期資金提供も視野に入れている。市場は証明書とクレジットの二段階アプローチを採用し、2026年には

生物多様性保全効果を必須とするカーボンファーミング方法論の開発も計画されている91。 

重要な方針として、EU 市場は「生物多様性への影響を補償するオフセットではなく、自然や生態系維持

への積極的な貢献を表すクレジット」のみを対象とすることが改めて確認された。これらのクレジットは、

経済活動のグリーン性判定ルールである EU タクソノミーや、企業サステナビリティ報告指令（CSRD）の

下で企業の自然貢献を示す証拠として、また NRL や共通農業政策（CAP）に基づく生物多様性ファイナン

スの枠組みとして活用されることが期待されている92。 

 

ｃ．加盟国との協調的取組み 

（ａ）自然クレジットに関するハイレベルラウンドテーブル 

2025年 4月には、欧州委員会が主要銀行や農業団体を含む様々なステークホルダー93との「自然クレジッ

 
87 2024 年 5 月には「生物多様性クレジットの状況とカーボン市場との連携に関する調査」として公開アンケートが実施さ

れ、市場参加者の動機や期待について情報収集が行われた。 
88 European Commission, “New Survey: Understanding the state of biodiversity credits and their link with the carbon 

market”（2024.5） 
89 ICEウェブサイト「Climate Biodiversity Nexus」(visited Jun. 1st, 2025) 
90 また、これらの課題が解決された後も、「機能的な市場の発展には、義務的な開示目標の設定やコンプライアンス市場の確

立など、さらなる政策措置が必要になる」と結論付けている（HLEG on scaling up sustainable finance in low- and middle-

income countries, “Final Recommendations: Executive Summary”（2024.4））。 
91 Sergio Colombo, “EU mulls regulation, public funding to back nature markets”（Carbon Pulse, 2025.5） 
92 こうした規制対応のほか、自然関連リスク削減への投資・企業経営に不可欠な生態系サービスの保全・企業サステナビリ

ティ開示の改善・ネイチャーポジティブな製品の提供、といった自然クレジットのビジネスケースが挙げられている（Sergio 

Colombo, “EU to launch roadmap for building nature markets by year-end”（Carbon Pulse, 2025.5））。 
93 国連開発計画（UNDP）、世界経済フォーラム（WEF）、Copa-Cogeca（農業団体）、世界自然保護基金（WWF）などの

NGO、複数の金融機関代表、学術界が参加した。 

https://green-forum.ec.europa.eu/news/new-survey-understanding-state-biodiversity-credits-and-their-link-carbon-market-2024-05-08_en
https://green-forum.ec.europa.eu/news/new-survey-understanding-state-biodiversity-credits-and-their-link-carbon-market-2024-05-08_en
https://www.icf.com/clients/environment/voluntary-use-of-biodiversity-credits
https://wwfeu.awsassets.panda.org/downloads/hleg---executive-summary.pdf
https://wwfeu.awsassets.panda.org/downloads/hleg---executive-summary.pdf
https://carbon-pulse.com/401706/
https://carbon-pulse.com/398453/
https://carbon-pulse.com/398453/
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トに関するハイレベルラウンドテーブル」を開催し、環境保全と投資促進の両立に向けた市場形成の道筋を

探る議論を行った94。この会議では「健全で信頼性の高い方法論の構築」や「革新的戦略による自然クレジッ

ト市場の成長促進」などが議論され95、EU が自然市場の発展に向けた取組みを強化する姿勢を示している

96。 

 

（ｂ）欧州投資銀行（EIB）と CDC Biodiversité の共同研究 

欧州投資銀行（EIB）と生物多様性の保全・回復に特化したフランスの公的金融機関子会社である CDC 

Biodiversité が 2025 年 2 月に共同研究を開始し、フランスのボランタリー生物多様性市場の深さに関する

データ収集と分析を行っている。この調査は将来的に他の EU 加盟国にも拡大することが想定されており、

各国の特性に応じた収益化戦略の提案も視野に入れている97。 

 

（ｃ）地域委員会（CoR）による意見書策定 

EUの政策決定に影響を与える諮問機関である地域委員会（CoR）は、EU全体の自然クレジット市場の機

会と課題を検討する、「生物多様性と生態系サービスを促進するための自然クレジットの枠組み設計」と題す

る意見書の策定を 2025年 10月の採択を目指して進めている98。 

また、2025 年 6 月には、自然クレジットを EU の CSRD と、加盟国の国家環境戦略に統合すべきとする

提言案を準備した。具体的には、CSRD 下の ESG 報告枠組みでの自然クレジットの認識、国家・地域の生

物多様性・気候戦略への組込み、地方自治体への技術・行政支援の提供、収益の公正な配分の確保などが提

案されている。一方で CoRは、特定の生物多様性保全目標を損なう可能性があると指摘し、自然クレジット

とカーボンクレジットを互換性のあるものとして扱うことに警鐘を鳴らした。また、「金融投機と環境目標弱

体化につながる可能性がある」として、自然クレジットの二次取引防止やオフセット目的での使用排除の必

要性を強調している99。 

 

ｄ．炭素除去認証枠組み（CRCF）との統合 

欧州委員会は湿地と森林の生物多様性を測定するための方法論開発を支援し、特にカーボンクレジットと

生物多様性クレジットを同時に創出する「カーボン＋生物多様性」の統合手法の開発を進めている。EU の

炭素除去認証枠組み（CRCF）では、湿地再生（1,000年以上の炭素貯蔵期間を想定）や森林（60〜100年の

貯蔵期間）など、異なるタイプのカーボンファーミングに対応した方法論を開発しており100、こうした取組

みは生物多様性保全との相乗効果を生かした統合的アプローチとなっている。欧州委員会は「生物多様性の

 
94 European Commission, “Commissioner Roswall hosts high-level roundtable on nature credits as tools to finance 

nature restoration”（2025.4） 
95 参加者からはグリーンウォッシュ防止・透明性確保・リスク低減・市場の構造化と拡大の促進・農林業の役割の認識など

の重要性を指摘する声があったとされる。 
96 市場調査企業Meticulous Research が 2025 年 4 月に公表した地域別の予測によると、欧州が 2025 年の生物多様性・自然

資本クレジット市場で最大のシェアを占めると予想されている。主に EUが欧州グリーンディールの下で生物多様性の保全と

回復に関するブロック全体の政策を推進していることが根拠となっている。 
97 EIB, “France: The EIB and CDC Biodiversité have signed a partnership to look into biodiversity credit placements”

（2025.2） 
98 この文書では、特に地方自治体が主導する生物多様性クレジットプロジェクトの可能性や、地域の生態系特性に合わせた

評価手法の必要性が強調されている（CoR, “Designing nature credits: A framework to promote biodiversity and ecosystem 

services”（2025.3））。 
99 Sergio Colombo, “EU regions to push for nature credits in CSRD, national plans”（Carbon Pulse, 2025.5） 
100 Lisett Luik, “EU's Carbon Removal Certification Framework (CRCF)”（Arbonics, 2024.2） 

https://environment.ec.europa.eu/news/commissioner-roswall-hosts-high-level-roundtable-nature-credits-2025-04-23_en
https://environment.ec.europa.eu/news/commissioner-roswall-hosts-high-level-roundtable-nature-credits-2025-04-23_en
https://www.eib.org/en/press/all/2025-105-la-bei-et-cdc-biodiversite-signent-un-partenariat-pour-etudier-le-placement-de-credits-biodiversite
https://www.eib.org/en/press/all/2025-105-la-bei-et-cdc-biodiversite-signent-un-partenariat-pour-etudier-le-placement-de-credits-biodiversite
https://webapi2016.cor.europa.eu/v1/documents/cor-2025-00140-00-00-dt-tra-en.docx/content
https://webapi2016.cor.europa.eu/v1/documents/cor-2025-00140-00-00-dt-tra-en.docx/content
https://carbon-pulse.com/404089/
https://www.arbonics.com/knowledge-hub/european-union-new-carbon-certification-proposal-crcf
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） 
共同便益を提供するカーボンファーミング活動のための認証方法論の開発を優先する」と表明しており、こ

れらの方法論は段階的に導入される予定で、DACCS（大気中からの直接炭素回収・貯留）や BECCS（炭素

回収・貯留を伴うバイオエネルギー）、バイオチャー（バイオ炭）に関する最初の方法論が 2025年第 4四半

期までに、湿地再生や再植林、アグロフォレストリーなどのカーボンファーミング方法論が 2026 年第 1 四

半期までに採択される予定である101。これらの方法論は EU域内でのプロジェクト開発や市場形成の基盤と

なることが期待されている。 

 

ｅ．欧州生物多様性観測連携センター（EBOCC）構想 

また、欧州委員会は生物多様性の測定・評価手法の標準化にも取り組んでおり、欧州生物多様性観測ネッ

トワーク（EuropaBON）プロジェクトの成果として 2024 年 5 月に「欧州生物多様性観測連携センター

（EBOCC）」の設立が提案されている。この常設インフラは、EU の政策全体で使用される生物多様性知識

基盤を支える高品質なデータの生成と使用を調整・促進することを目的としている102。また、森林の状態評

価については、欧州委員会の研究者らによって 2023 年に公表された研究で、国連の生態系会計に関する国

際統計基準に基づく 0〜1の評価スケール（0が劣化した生態系、1が原生林または保護林に基づく参照状態）

が開発されている103。 

 

ｆ．政策課題と懸念 

（ａ）自然クレジット自体への懸念 

様々な検討が進められる一方で、生物多様性クレジットの開発に関しては EU 内部でも懸念が表明されて

いる。2024年 10月の欧州議会環境委員会（ENVI）会合では、昆明・モントリオール生物多様性枠組（KM-

GBF）の EU首席交渉官が「欧州委員会は生物多様性『認証』を有力な企業の自然貢献手段と見る一方、生

物多様性『クレジット』については実用性・透明性・説明責任への懸念を共有している」と述べた104。 

また、ENVI と市場参加者との間で「クレジット」「オフセット」「証書」といった用語の定義や使用法に

解釈の相違があることも指摘されており105、共通理解の確立が課題となっている。 

国際 NGO や研究機関からは、EU 加盟国が生物多様性クレジット制度を効率的に運用・拡大するための

「基盤」として、科学的定義と政策ガバナンスの統一的なセット、すなわち認証枠組みを開発する必要性が

指摘されている106。 

 

（ｂ）規制緩和による需要創出への影響懸念 

欧州委員会が自然クレジット市場の推進と情報開示規制の CSRDの緩和（延期・縮小）を同時に進めてい

ることも、市場の需要創出への矛盾として専門家から指摘されている。 

自然保護団体の EuroNatureは、「現在、最大の問題は需要が存在しないこと」であり、「企業のリスク認

識・知識なしには自然クレジット市場は機能しない」として、生物多様性に関する企業情報の開示義務が需

 
101 Carbon Gap, “Carbon Removals and Carbon Farming Regulation”（2025.5） 
102 European Commission, “Proposal for an EU Biodiversity Observation Coordination Centre (EBOCC)”（2024.5） 
103 Joachim Maes et al., “Accounting for forest condition in Europe based on an international statistical standard” 

Nature Communications（2023.6） 
104 生物多様性クレジットを民間資金動員の「有望な解決策」と見る向きがある一方で、「意図せざる結果をもたらすリスク

が高すぎる」として推進に反対する意見もあることを認めている。 
105 Giada Ferraglioni, “EU biodiversity negotiator shares concerns on nature credits in meeting ahead of COP16”

（Carbon Pulse, 2024.10） 
106 Noor Yafai et al., “Building Towards Nature Markets for the European Union”（The Nature Conservancy, 2025.2） 

https://tracker.carbongap.org/policy/crcf/
https://knowledge4policy.ec.europa.eu/news/proposal-eu-biodiversity-observation-coordination-centre-ebocc_en
https://www.nature.com/articles/s41467-023-39434-0#author-information
https://www.nature.com/articles/s41467-023-39434-0#author-information
https://carbon-pulse.com/328973/
https://carbon-pulse.com/328973/
https://www.nature.org/en-us/what-we-do/our-insights/perspectives/nature-markets-metabolic/
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） 
要喚起に不可欠であると主張している107。 

なお、EUと前記（1）のイギリスはどちらも「自然クレジット」を志向している。Brexit（EU 離脱）後

の EUとイギリスの関係において、イギリスの生態系コンサルティング企業ArbtechのCEOは、EUが 2027

年末までにブロック全体のボランタリー自然市場確立を目指す中、「自然に国境はない」として、2025 年 5

月に合意された両者の排出量取引制度（ETS）連携と同様のアプローチによる市場統合の必要性を指摘して

いる108。 

 

《BOX2》 市場成熟度と企業需要の制約要因 

オーストラリアの気候変動投資アドバイザリー企業 Pollination の 2024 年調査では、16 組織による生

物多様性クレジットの販売実績は 32.5 万から 187 万ドル程度で、約 2.6 万から 12.5 万 ha の保全を実現

した109。一方、2024年の実態は約 20件の小規模取引（通常 5万ドル以下）に留まり、市場は供給過多・

需要不足の状況にある110。米国のコンサルティング企業ボストン・コンサルティング・グループ（BCG）

は、生物多様性クレジット市場の根本的課題として「明確な需要側ユースケースの不足」を指摘している。

BCG が特定した 8 つの潜在的ユースケースのうち、最大の需要が見込まれるのは「企業の自然目標・オ

フセット目標の達成」（約 40%）と「サプライチェーンの環境サービスアクセス保護」（約 45%）であるが

111、（オフセット利用の除外が主流の）現行定義では企業が生物多様性クレジットを直接的な生物多様性

影響上の訴求に使用できないため、以下の需要制約が生じている112。 

 

○ 本質的性格の限界：現行定義下では、生物多様性クレジットは「企業による自然保護慈善活動」に

実質的に限定され、明確なビジネス便益（何らかの対価）がない 

○ 管理負荷の増大：従来の CSR 活動と比較して、管理複雑性とグリーンウォッシュリスクがより大

きいにもかかわらず明確な付加価値がない 

○ 地理的不整合：企業の調達地域と生物多様性クレジット上の重要地域の地理が一致しない 

○ インセンティブの不在：現段階では規制的枠組み（TNFD、SBTNなど）に企業の大量購入を促す

メカニズムが存在しない 

 

現にコンプライアンス市場が年間約 100億ドル規模であるのに対し、ボランタリー市場は非常に小規模

であり、市場の成熟には時間を要する見通しである。 

特に重要なのは、生物多様性クレジット市場の健全な発展が適切な政策的枠組み（コンプライアンス型・

 
107 Bárbara Machado, “Brussels deregulation drive could kill its nature credits dreams”（Euractiv, 2025.5） 

なおWEFも、グローバルカーボン市場が 1 兆ドル以上の規模を持つのに対し、ボランタリー自然クレジット市場は現在数百

万ドル規模に留まっており、コンプライアンス型（規制義務）の自然ファイナンス市場が数十億ドル規模で推移する中、ボラ

ンタリー市場の拡大には政策的支援と規制インセンティブが不可欠と指摘している（Akanksha Khatri et al., “How credit 

markets are evolving in climate and nature finance”（WEF, 2025.1））。 
108 前掲注 23 
109 Pollination, “State of voluntary biodiversity credit markets”（2024.9） 
110 前掲注 5 
111 残りは「グローバルな生物多様性目標への自発的貢献」、「生物多様性クレジットの規制執行への対応」、「付加価値のため

のカーボンクレジットとのスタッキング」、「消費財製品との組合せ」、「政策目標の測定可能な達成」、「ネイチャーポジティブ

な金融投資の追求」である。 
112 これを踏まえ、BCGは企業に「自然に強いサプライチェーン構築に焦点を当て、保全・修復プロジェクト開発者との直

接的なパートナーシップを通じたプロジェクトベースの手法」を採るよう提言している（前掲注 3）。 

https://www.euractiv.com/section/eet/news/brussels-deregulation-drive-could-kill-its-nature-credits-dreams/
https://www.weforum.org/stories/2025/01/how-credit-markets-are-evolving-in-climate-and-nature-finance/
https://www.weforum.org/stories/2025/01/how-credit-markets-are-evolving-in-climate-and-nature-finance/
https://carbon-pulse.com/405443/
https://pollinationgroup.com/wp-content/uploads/2024/09/BiodiversityCreditMarkets_2024-FINAL.pdf
https://sgradeckas.substack.com/p/biodiversity-markets-reviewing-2024
https://web-assets.bcg.com/23/49/8919988f467297d67b7f78872ee2/corporate-commitment-meets-nature-the-reality-of-biodiversity-credits.pdf
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） 
ボランタリー型の両方）に大きく依存している点である113。カーボン市場と異なり、生物多様性は本質的

に地域固有で代替不可能であるため、単純な市場メカニズムだけでは解決できない複雑性を有している。

政策的枠組みとの連携が市場発展の鍵となる。 

 

(６)ドイツ 

①政策的取組み 

ａ．影響緩和規制：世界最古の生物多様性オフセット制度 

ドイツは 1976 年以来、世界で最も成熟した生物多様性オフセット制度を運用してきた歴史を持つ。連邦

自然保護法を中核とする「影響緩和規制」は、ミティゲーションヒエラルキーに基づく包括的なオフセット

制度の先駆けとなり、「ノーネットロス」原則を採用して環境への不可避な影響を同等の生態機能の回復を通

じて補償することを義務付けている114。 

 

ｂ．エコアカウント制度：州レベルでの取組み 

ドイツでは一部の州が独自のエコアカウント制度を運用しており、取引可能な「エコポイント」による生

物多様性クレジット市場が確立されている。この制度は「環境貯蓄口座」として機能し、開発影響に先立っ

て保全措置を実施し、土地の種類に応じて異なる価値ポイントを法的に割り当てて蓄積することを可能にし

ている。例えばバーデン・ヴュルテンベルク州では、州営企業の Flächenagentur Baden-Württembergが最

も発達したシステムを運用し、エコポイントは補償措置が必要な事業実施者に販売される民間取引として機

能している115。 

 

②民間主導の取組み 

ａ．Planted と Hula Earth：ドイツ初の生物多様性クレジット商業取引 

ドイツの保全開発企業 Planted と技術企業 Hula Earth は、2024 年 5 月にドイツ初の生物多様性クレジ

ット商業取引を実現した。両社はザウアーラント地域の 10ha の絶滅危惧ブナ林保護プロジェクトから約 2

万件の生物多様性クレジットを創出し、フィンテック企業のWundertaxと子供用品企業の Emma & Noah

に販売した。 

各クレジットは 1 ㎡の土地を 20 年間保護することを表し、土地所有者との公証契約により永続性が確保

されている。Plantedは森林の継続的保護を担当し、Hula Earthは衛星画像と IoTセンサーを組み合わせた

先進的モニタリングシステムによる生態系監視とクレジット発行を手がけている。モニタリングではキース

トーン種（指標種）としての鳥類、空間・スペクトル多様性、種の豊富さ、生態系の活力、ハビタット連結

性、生態系サービスなどが継続的に測定されている。 

これらのクレジットは CSRD への対応手段として企業の自然保全に対するコミットメントの証明に活用

されており、価格は土地所有者への公正なリターンと企業にとっての魅力的な価格設定のバランスを模索し

ている段階である116。 

 

 

 
113 前掲注 5 
114 Ecosystem Marketplace, “Europe”（2015.8） 
115 Flächenagentur Baden-Württemberg ウェブサイトHäufige Fragen(visited Jun. 1st, 2025) 
116 Sergio Colombo, “Forest conservation project in Germany sells first biodiversity credits”（Carbon Pulse, 2024.5） 

https://sgradeckas.substack.com/p/biodiversity-markets-reviewing-2024
https://www.ecosystemmarketplace.com/marketwatch/biodiversity/europe/
https://www.flaechenagentur-bw.de/oekopunkte/haeufige-fragen/
https://carbon-pulse.com/285290/
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） 
(７)フィンランド 

①政策的取組み 

ａ．EU 初のボランタリー生物多様性クレジット制度：企業マーケティング使用可能 

フィンランド政府は 2024年 10月に EU加盟国として初めて、企業がボランタリー生物多様性クレジット

に投資できる市場制度を開発する計画を公表した。 

この市場の原則はボランタリーカーボン市場の原則を反映しており、市場から購入した自然クレジットは、

企業の報告書や製品・サービスのマーケティングで自然関連の訴求に使用できる。フィンランドはすでに企

業が自然や生物多様性のオフセットを利用して損害を補償することを認めており、これに加えてクレジット

による様々な種類の訴求が可能となる。政府は生物多様性クレジットの生成基準策定、検証システム構築、

クレジットの永続化・登録を行うとともに、生物多様性ユニット購入に伴い投資家が行える訴求の類型に係

るガイダンス提供も予定している117。 

 

(８)フランス 

①政策的取組み 

ａ．ボランタリー生物多様性クレジットの国家制度：SNCRR 制度による統一的枠組み 

フランス政府は 2024年 11月に、フィンランドに続き EU加盟国として二番目にボランタリー生物多様性

クレジットの国家制度設立を表明した。これまでフランスでは、後記②a の CDC Biodiversité や b の Le 

Printemps des Terres などの民間事業者が独自の基準でクレジットを発行してきたが、今回の国家制度によ

り統一的な枠組みが提供されることになる。 

この制度は二次市場での取引禁止により市場の金融化リスク118を制限するなど、生物多様性クレジットに

関する国際諮問委員会（IAPB）が策定した枠組みを参考にしている。また、グリーン産業法を根拠としてお

り、同法により 2023年に導入された自然補償・修復・再生サイト（SNCRR）でのプロジェクトは119、国の

承認を得たうえで IAPB が定めた原則に沿って取引可能なユニットを生成し、買い手は生物多様性の回復に

貢献したり、その影響を補償したりできるようになる120。 

 

②民間主導の取組み 

ａ．CDC Biodiversité：公的金融機関による継続的市場参加 

生物多様性の保全・回復に特化したフランスの公的金融機関子会社である CDC Biodiversité が管理する

「Cros du Mouton」プロジェクト（南フランスのサント・マキシム地域の 150ha）から、国内の公的金融機

関 La Banque Postaleと郵政公社 La Posteがボランタリークレジット 3ユニットを 1ユニットあたり約 5

万ユーロで購入したことが 2025年 2月に明らかになった121。La Banque Postale は今後数年間で国内の生

物多様性クレジットに約 15 万ユーロを追加投資する予定であり、これにより他企業にも生物多様性保全へ

 
117 Stian Reklev, “Finland to be first EU nation to set up voluntary biodiversity credit framework”（Carbon Pulse, 

2024.10） 
118 生物多様性クレジットが純粋な環境保全の目的から逸脱し、投機的取引や価格変動の増加、実質的な保全効果の希薄化、

グリーンウォッシュの助長といった金融商品化による弊害が生じるリスクを指す。 
119 フランスは 2016 年の生物多様性法により環境損害回避（ミティゲーションヒエラルキー）を制度化し、2017 年に「自然

補償サイト（SNC）を導入した。SNCは 2023年 10 月のグリーン産業法により SNCRRへと拡張され、法的義務だけでなく

ボランタリーな取組みも対象となった。 
120 Sergio Colombo, “France launches voluntary biodiversity credit scheme”（Carbon Pulse, 2024.11） 
121 Thomas Cox, “French compliance biodiversity project sells €17.5 mln worth of credits”（Carbon Pulse, 2025.2） 

https://carbon-pulse.com/337414/
https://carbon-pulse.com/337414/
https://carbon-pulse.com/343128/
https://carbon-pulse.com/371028/
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の資金提供を促す狙いがある122。これは金融機関の継続的な市場参加の事例として重要である。 

 

ｂ．Le Printemps des Terres：第三者認証済み生物多様性ユニット完売事例 

 フランスの生態系再生企業 Le Printemps des Terresは「Bois Magnin（広葉樹林植林と河川と湿地帯の

再接続）」と「Feing Counot（泥炭地の再生・保全）」の 2つのプロジェクトから発行された生物多様性ユニ

ット（BU）を完売し、約 160 万ユーロの収入を得ている。各ユニットは 1 ㎡の生物多様性エリアの修復と

30年間の管理を表し、1ユニットあたり 6ユーロで販売された。両プロジェクトは前出の CDC Biodiversité

が運営する Nature2050プログラムの科学委員会（環境・エネルギー管理庁（ADEME）、国立自然史博物館

（MNHN）、フランス生物多様性庁（OFB）、フランス自然環境連盟（FNE）、フランス鳥類保護連盟（LPO）

等で構成）による認証を受けている123。 

また、Le Printemps des Terresは国内 3番目のプロジェクトである「Ripisylve de Canteloup（川岸の自

然再生）」でも SMBV Adour-Garonneによる第三者認証を受けており、350BUが販売済みで、残る 2,350BU

が販売可能となっている124。 

 

ｃ．生物多様性認証機構（OBC） 

前記 b の Le Printemps des Terres とプロジェクト開発企業 aDryada が共同で設立した生物多様性認証

機構（OBC）は 2025年 5 月に、国内全土における生物多様性クレジットの市場導入支援に向けたパイロッ

ト枠組みの立ち上げを公表した。国内の 3,000ha以上で実施される 20以上のプロジェクトを通じ、OBCが

開発した生物多様性認証の手法の堅牢性を検証する。OBC はこれに先立ちコートジボワールでも生物多様

性クレジットパイロットを実施している125。 

 

(９)イタリア 

①政策的枠組み 

ａ．生物多様性クレジットのパイロットプロジェクト：国立生物多様性フューチャーセンター主導 

イタリア政府は国内で生物多様性クレジットのパイロットプロジェクトを開始する計画を 2025 年 5 月に

公表した。国立生物多様性フューチャーセンター（NBFC）が主導し、市場構築に向けた国際的な取組みへ

の情報提供も目的としている。 

イタリアではベネツィアのラグーン生態系保全など、生物多様性クレジットを活用した自然への資金動員

を模索するプロジェクトが複数進行中であり、こうした動きは欧州委員会による EU全体の自然クレジット

枠組み構築の動きと連動している。市場発展における課題として、土地所有権の分断や大規模な修復適地の

不足など、イタリア特有の地理的・制度的制約を考慮した市場設計が求められている126。 

 

ｂ．イタリア国家統一機構（UNI）による枠組み策定：ネイチャーテック企業との協働 

イタリアの国家標準化機関であるイタリア国家統一機構（UNI）は市場構築に向け、2025年 3月に生物多

様性クレジットの定量化方法・モニタリング要件・訴求ガイダンスを定めた枠組みを公表した。この枠組み

 
122 Thomas Cox, “French bank considers buying more biodiversity credits”（Carbon Pulse, 2025.3） 
123 OPIS, “Biodiversity Market Report: 17 April 2025”（2025.4） 
124 OPIS, “Biodiversity Market Report: 13 March 2025”（2025.3） 
125 Sergio Colombo, “OBC launches biodiversity pilot market in France”（Carbon Pulse, 2025.5） 
126 Sergio Colombo et al., “Briefing: Italy to pilot biodiversity credits amid unresolved market, ecosystem challenges”

（Carbon Pulse, 2025.5） 

https://carbon-pulse.com/376402/
https://carbon-pulse.com/394058/
https://carbon-pulse.com/399495/
https://carbon-pulse.com/399495/
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） 
の開発には、国内のネイチャーテック企業である 3Beeが協力している127。 

 

(１０)ベルギー 

①政策的枠組み 

ａ．国家生物多様性戦略・行動計画（NBSAP）での市場推進：カーボン市場の教訓活用 

ベルギー政府は新たな国家生物多様性戦略・行動計画（NBSAP）において、生物多様性クレジット市場の

発展を推進する方針を 2025年 5月に表明した128。 

国による市場への関与方法は明示していないものの、「カーボン市場から得られた教訓を将来の生物多様

性クレジット市場に引き継ぐことが不可欠」として、市場の潜在的な誤用への懸念も示している129。 

 

(１１)スペイン 

①政策的取組み 

ａ．カタルーニャ州の気候クレジット制度：炭素・水・生物多様性統合評価 

スペインのカタルーニャ州では、2023年 12月に炭素・水源涵養・生物多様性の 3指標（森林火災予防も

考慮）を評価対象とする気候クレジット制度が施行された130。この制度は純粋な生物多様性クレジットでは

ないが、生物多様性の要素を気候クレジットに統合する先進的アプローチとして注目される。生物多様性の

評価手法としてはフランスで開発された潜在的生物多様性指数（IBP）が用いられており131、IBPは 10の測

定項目（樹種の多様性・植生の垂直（階層）構造・立ち枯れ木・倒木・大径木（巨木）・マイクロハビタット

（小規模生息環境）など）について 0-5段階で評価するシンプルな手法である132。 

 

ｂ．カタルーニャ技術センター（Eurecat）：定量化・検証方法論の研究開発 

また、スペイン最大級の研究・技術センターであるカタルーニャ技術センター（Eurecat）も、カーボンお

よび生物多様性クレジット市場のための定量化・検証方法論の開発を重点研究領域に位置付けており、欧州

の主要研究機関においても生物多様性クレジットの測定・評価手法の高度化が注目されている133。 

 

(１２)オランダ 

①政策的取組み 

ａ．国家生物多様性クレジット制度：自然ポイント計算ツールによる評価 

オランダの非営利団体 De Nationale Biodiversiteitsbank は、政府支援を受けて国家規模での生物多様性

クレジット制度の構築を進めている134。2024年には、国内で 3つのパイロットプロジェクト（期間：30 年

間）を開始した。各プロジェクトの規模は 10ha未満で、劣化した農地・湿地・森林を対象としている。 

 
127 3Bee は 2023年 11 月に、技術に基づくモニタリング手法を生物多様性クレジットに適用するため、欧州イノベーション

協議会アクセラレーターから助成金を受け取り、欧州のボランタリー生物多様性市場のための方法論開発を進めている。 
128 同計画では、生物多様性資金ギャップの解消における民間セクターの役割を重視し、「生態系サービスへの支払い、グリ

ーンボンド発行、生物多様性オフセット・クレジット創設」などの革新的アプローチを推奨している。 
129 ウズベキスタンやスリナムなど、他国でも NBSAPにおける生物多様性クレジットへの言及が拡大傾向にある（Giada 

Ferraglioni, “Belgium encourages biodiversity credit development under national plan”（Carbon Pulse, 2025.5））。 
130 Bioregions Facility, “Catalonia: Climate Credit System”（2024.5） 
131 Life Climarkウェブサイト「Climate Credit」(visited Jun. 1st, 2025) 
132 CNPFウェブサイト「IBP - Index of Biodiversity Potential」(visited Jun. 1st, 2025)、安藤範親「生物多様性クレジット

の動向と今後の展望―“見える自然”が新たな価値を生む時代へ―」（農林中金総合研究所、2025.4） 
133 OPIS, “Biodiversity Market Report: 03 April 2025”（2025.4） 
134 De Nationale Biodiversiteitsbank は生物多様性クレジット制度の創設を目的として 2022 年に設立された。 

https://carbon-pulse.com/400427/
https://carbon-pulse.com/400427/
https://bioregions.efi.int/catalonia-climate-credit-system/
https://lifeclimark.eu/en/climate-credit/
https://www.cnpf.fr/ibp-index-biodiversity-potential
https://www.nochuri.co.jp/genba/pdf/otr20250410.pdf
https://www.nochuri.co.jp/genba/pdf/otr20250410.pdf
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） 
この制度では、コンサルティング企業

Sweco が開発した「自然ポイント

（Naturepoints）」という計算ツールを

使用し、プロジェクトによる生物多様性

の増減を、国家レベルでの独自性・対象

種の存在に基づくハビタットの質・ha

単位での表面積という 3 つの要素に基

づいて算出する。地域は 0から 1.0のス

ケールで評価され、0は生物多様性がな

いことを示し、1.0 はすべての対象種が

存在する理想的なシナリオを表す≪図

表 6≫。 

価格設定では、異なるランドスケープ

の多様な管理コストを考慮した平均化

システムを採用し、より高コストな生物

多様性プロジェクトでも資金調達が可

能となるよう配慮している135。 

同制度は将来的にイギリスの BNG政策（前記（1）①a参照）に比肩する国家的制度としての活用が期待

されており、政府は国家戦略にも組み込む方針を示している136。 

 

(１３)アイルランド 

①政策的取組み 

ａ．泥炭地生態系証明書制度：5 要素統合型の取引不能な証明書 

アイルランドの非営利団体Peatland Finance Irelandは、2025年 3月に泥炭地向けの「Peatland Standard 

V1.0」を開始した137。この制度は生物多様性・炭素・山火事軽減・水・コミュニティ便益の 5つの要素を統

合したボランタリー生態系証明書制度で、プロジェクトは最低ひとつの要素を含む必要がある。また、生物

多様性クレジット同盟（BCA）の原則、カーボンクレジット品質基準であるコアカーボン原則、世界経済フ

ォーラム（WEF）による国際協力強化ガイダンスに基づき策定されている。 

証明書は取引不能であるが、CSRDに基づく開示において、企業のネットゼロ・生物多様性緩和・水管理

戦略の成果として活用できる。 

環境・農業・国立公園の主要政府部門が運営委員会に参加し、現在 16のパイロットプロジェクトが検討さ

れており、うち 2つが 2025年後半に開始予定である138。 

なお、同制度の開発には、自然ベースの気候ソリューションを支援する Amazon's Right Now Climate 

Fund（RNCF）、欧州投資銀行（EIB）の欧州投資諮問ハブ（EIAH）、アイルランドの国立公園野生生物サ

 
135 市場に委ねた場合、購入者は湿地のような管理コストの安い生物多様性タイプからのクレジットのみを購入し、オークブ

ナ林のようなより複雑な生物多様性タイプが資金不足に陥る可能性が指摘されている。 
136 Thomas Cox, “Feature: Dutch non-profit pioneers biodiversity credit scheme with national ambitions”（Carbon Pulse, 

2025.4） 
137 アイルランドの国土の 21%以上を占める泥炭地は、損傷すると山火事に脆弱となり生態系機能が低下するため、同制度に

よる復元・保全が重要視されている。 
138 Thomas Cox, “Irish peatland standard for ecosystems certificates launches”（Carbon Pulse, 2025.3） 

≪図表 6≫自然ポイントによるマッピング（90㎢） 

  

（出典）Thomas Cox, “Feature: Dutch non-profit pioneers biodiversity credit 

scheme with national ambitions”（Carbon Pulse, 2025.4）をもとに作成 

 

凡例

haあたりの自然ポイント

市境界

アイントホーフェン市における自然ポイント
（格子状表示）

https://carbon-pulse.com/385741/
https://carbon-pulse.com/385741/
https://carbon-pulse.com/376045/
https://carbon-pulse.com/385741/
https://carbon-pulse.com/385741/
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） 
ービス（NPWS）と農業・林業・食品・海洋省（DAFM）が資金援助している139。 

 

(１４)スウェーデン 

①政策的取組み 

スウェーデンにおける生物多様性クレジットに関する政策的取組みに係る有用な情報は確認できなかった。 

 

②民間主導の取組み 

ａ．Qarlbo Biodiversity：欧州初のボランタリー生物多様性クレジット取引 

スウェーデンの生物多様性投資企業の Qarlbo Biodiversityは、スウェーデン農業科学大学（SLU）と共同

で森林生態系の保全と持続可能な管理を促進する生物多様性クレジット方法論を開発した。2023 年 5 月に

はこの方法論に基づきスウェーデン最大手行のひとつ Swedbank が森林協同組合の Orsa Besparingsskog

から91の生物多様性クレジットを購入し、欧州初のボランタリー生物多様性クレジット取引を実現した140。 

2024年 5月には方法論を刷新し、さらに 5つの新規パイロットプロジェクトを公表している141。同年 10

月には、Orsa Besparingsskogと販売・マーケティング企業 Devi Groupとの間で国内初の商業的な生物多

様性クレジット取引が行われた142。 

Qarlbo Biodiversityの CEOは「これは森林保全・再生が、実行可能な金融商品に変換できることを示す

確固たる概念実証である」と述べており、森林所有者に対する新たな収入源の創出と持続可能な森林管理実

践の促進を目指している143。また、アイルランドの森林テクノロジー企業 Treemetricsとの戦略的パートナ

ーシップを通じて、森林ランドスケープにおける生物多様性の測定・報告・検証（MRV）ツールの開発も進

めている144。 

 

(１５)ニュージーランド 

①政策的枠組み 

ａ．生物多様性クレジット制度創設に向けた検討：市場支援と市場管理 

ニュージーランド政府は「市場支援」と「市場管理」の両面から生物多様性クレジット制度の創設を検討

している。前者はボランタリークレジット導入の政策条件を確立し、市場確立後は政府資金も投入するとい

うもの、後者は政府管理のクレジット制度を設立して積極的な市場管理を行うものである145。2023 年 7 月

から 11月にかけて環境省と保全省はパブリックコメントを実施し、276件の意見を収集した。2024年 4 月

に公表された結果概要によると、回答者の 76%が生物多様性クレジット制度の導入を強く支持し、70%が制

度が生物多様性保全への投資を呼び込むと考えている一方で、46%がオフセット利用に反対し、55%がプロ

 
139 Amazon, “Amazon supports new Peatland Standard to accelerate restoration and boost Ireland’s climate resilience”

（2024.11） 
140 このパイロット取引は 13haの森林地域を対象とし、20 年間にわたる長期的な生物多様性保全コミットメントを含んでい

る（Jenny Hyndman, “The first bank in Europe to purchase biodiversity credits”（Earthly, 2024.9））。 
141 Stian Reklev, “Swedish biodiversity credit developer revamps methodology, launches five more pilot projects”

（Carbon Pulse, 2024.5） 
142 この取引は 11ha の森林地を 5 年間保全するもので、将来的には 20 年計画に拡大される予定である。 
143 Qarlbo, “Qarlbo Biodiversity's Methodology Enables First Commercial Deal with Swedish Biodiversity Credits”

（2024.10）、Stian Reklev, “Swedish platform sees first commercial biodiversity credit transaction”（Carbon Pulse, 

2024.10） 
144 Qarlbo, “Qarlbo Biodiversity announces partnership with Treemetrics”（2024.9） 
145 Ministry for the Environment et al., “Te āwhina i te taiao me ngā tāngata kia puāwai – Helping nature and people 

thrive: Exploring a biodiversity credit system for Aotearoa New Zealand – Snapshot of the consultation”（2023.7） 

https://www.aboutamazon.eu/news/sustainability/amazon-supports-peatland-standard-ireland
https://www.aboutamazon.eu/news/sustainability/amazon-supports-peatland-standard-ireland
https://earthly.org/blog/swedebank-purchase-bidiversity-credits
https://carbon-pulse.com/290855/
https://carbon-pulse.com/290855/
https://www.qarlbo.com/newsroom/qarlbo-biodiversitys-methodology-enables-first-commercial-deal-with-swedish-biodiversity-credits
https://www.qarlbo.com/newsroom/qarlbo-biodiversitys-methodology-enables-first-commercial-deal-with-swedish-biodiversity-credits
https://carbon-pulse.com/328019/
https://carbon-pulse.com/328019/
https://www.qarlbo.com/newsroom/qarlbo-biodiversity-announces-partnership-with-treemetrics
https://environment.govt.nz/assets/publications/biodiversity/Biodiversity-credit-system-snapshot.pdf
https://environment.govt.nz/assets/publications/biodiversity/Biodiversity-credit-system-snapshot.pdf
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） 
ジェクトに特定の期間設定を求めるべきとした。政府の役割については、44%が市場・登録簿の運営とクレ

ジット検証を重視し、42%がカーボンクレジット制度との一定の連携を支持している146。 

なお、本パブリックコメントへの回答ではないが、国内の農業団体からは水質保全と生物多様性を包含す

る農業計画の重要性と生物多様性クレジットの活用可能性が指摘されており147、農業セクターがクレジット

供給の重要な担い手となる可能性がある。 

 

②民間主導の取組み 

ａ．Ekos Kāmahi：国内初の生物多様性クレジット取引実現 

 ニュージーランドの環境コンサルティング企業 Ekos Kāmahiは、「持続可能な開発ユニット（SDU）プロ

グラム」という枠組みの下で、「BioCredita生物多様性クレジット」を開発し、2022年に国内初の生物多様

性クレジット取引を実現した148。 

代表的なプロジェクトである Sanctuary Mountain Maungatautari は、北島ワイカト地方に位置する

3,363ha の保護区で、47km の外来生物防除フェンスによって囲まれた「先住民の生物多様性のための避難

所（生態学的な島）」として機能している。世界で最も希少なオウムの一種であるカカポや北島カカ、ニュー

ジーランドファルコンなど、多くの固有鳥類を保全している149。このプロジェクトでは 2022 年に最初の取

引が建設・製造企業である Profile Groupとの間で成立し、83haの保全管理資金を調達した150。 

BioCredita 生物多様性クレジットの単位は、100 ㎡の生物多様性保護区域を 1 年間保全することを表し

151、1クレジットあたり約 5.47ドルで取引されている。従来は補助金による資金調達に依存していたが、生

物多様性クレジットが新たな資金源として機能し始めている152。Ekos Kāmahi が開発したシステムの特徴

は、明確な環境市場品質であり、標準規格と方法論が環境監査企業McHugh & Shawによって検証されてい

る。この制度では「自然に価格を付けるのではなく、自然を守るための人間の労働と技術コストに価格を付

ける」手法を採用し153、ブロックチェーン技術を活用したユニット登録制度を基盤としている154。 

 

３．小括（先進国における生物多様性クレジット市場の現状と展望） 

先進国における生物多様性クレジット市場は、自然・生物多様性損失への対応、そして「自然ファイナン

スギャップ」を埋める新たな資金調達手段として、急速な発展段階に入ったと言える。各国で多様なアプロ

ーチが見られるが、特にイギリスを含む欧州を中心に制度化の動きが活発である。 

イギリスでは、生物多様性クレジット制度を組み込んだ生物多様性ネットゲイン（BNG）制度が 2024年

2 月から本格施行され、開発事業者に対し生物多様性の 10%以上の純増と最低 30 年間の維持管理を義務付

 
146 Ministry for the Environment, “Helping nature and people thrive – Exploring a biodiversity credit system for 

Aotearoa New Zealand”（2025.3）、Ministry for the Environment et al., “Te āwhina i te taiao me ngā tāngata kia puāwai 

- Helping nature and people thrive: Exploring a biodiversity credit system afor Aotearoa New Zealand - Summary of 

submissions”（2024.4） 
147 Federated Farmers, “Farmers are conservationists by nature”（Farmers Weekly, 2025.4） 
148 Ekos Kāmahi, “New Biodiversity Market Launched”（Scoop, 2022.6） 
149 OPIS, “Biodiversity Market Report: 08 May 2025”（2025.5） 
150 Ekos Kāmahi, “New Biodiversity Market Launched”（Scoop, 2022.6） 
151 Ekos Kāmahi ウェブサイト「Frequently Asked Questions」(visited Jun. 1st, 2025) 
152 OPIS, “Biodiversity Market Report: 08 May 2025”（2025.5） 
153 Ekos Kāmahi, “New Biodiversity Market Launched”（Scoop, 2022.6） 
154 なお、Ekos Kāmahi は生物多様性クレジット同盟（BCA）の創設メンバーとしてグローバルな生物多様性市場のインテ

グリティ確保にも取り組んでいる（Mark Tilly, “As New Zealand explores biodiversity market options, forestry company 

says it has one ready to go”（Carbon Pulse, 2023.7））。 

https://consult.environment.govt.nz/biodiversity/nz-biodiversity-credit-system/
https://consult.environment.govt.nz/biodiversity/nz-biodiversity-credit-system/
https://environment.govt.nz/assets/publications/biodiversity/Biodiversity-Credit-System-Summary-of-submissions.pdf
https://environment.govt.nz/assets/publications/biodiversity/Biodiversity-Credit-System-Summary-of-submissions.pdf
https://environment.govt.nz/assets/publications/biodiversity/Biodiversity-Credit-System-Summary-of-submissions.pdf
https://www.farmersweekly.co.nz/news/farmers-are-conservationists-by-nature/
https://www.scoop.co.nz/stories/BU2206/S00318/new-biodiversity-market-launched.htm
https://www.scoop.co.nz/stories/BU2206/S00318/new-biodiversity-market-launched.htm
https://www.ekos.co.nz/faqs
https://www.scoop.co.nz/stories/BU2206/S00318/new-biodiversity-market-launched.htm
https://carbon-pulse.com/211532/
https://carbon-pulse.com/211532/
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けている。さらに、国内で包括的な「自然市場フレームワーク」を整備し、カーボンクレジットと生物多様

性クレジットを統合的に捉える「自然クレジット」のアプローチを推進している。英国規格協会（BSI）によ

る自然投資基準（NIS）プログラムも進行中で、生物多様性プロジェクトの測定・報告・検証（MRV）の品

質と一貫性を高めることを目指している。こうした法規制型とボランタリーな市場アプローチの相互補完的

な機能が、イギリスの取組みの大きな特徴である。 

オーストラリアでは、州レベル（特にNSW州）での 20年以上にわたる生物多様性オフセット制度の経験

を踏まえ、2023年 12月に連邦レベルで自然修復市場法が施行された。これにより、全国的なボランタリー

生物多様性証明書市場の基盤が整備され、2025年の正式稼働に向けて方法論開発が進んでいる。特に、国内

で初めてカーボンクレジットとのスタッキングを可能とした「Cassowary Credits」のような純粋な生物多

様性クレジット市場の動きも注目される。 

EU では、2020 年 5 月採択の「EU 生物多様性戦略 2030」や 2024 年 8 月発効の「自然再生法（NRL）」

を背景に、欧州委員会は自然クレジット市場の政策オプションが検討されており、2025年末までに自然市場

構築・拡大のための包括的ロードマップを策定する計画である。重要な方針として、オフセットではなく自

然や生態系維持への積極的な貢献を表すクレジットのみを対象とすることが確認されている。加盟国でも、

フィンランド（2024年 10月）とフランス（2024年 11月）が相次いでボランタリー生物多様性クレジット

の枠組みや国家制度を公表し、イタリアも 2025 年 5 月にパイロットプロジェクトの開始を表明するなど、

制度的基盤の整備が急速に進んでいる。また、ベルギーの事例に見られるように、各国の NBSAP（国家生

物多様性戦略・行動計画）においても生物多様性クレジットへの言及が増加している。 

一方、各国で実施上の課題も明らかになっている。イギリスでは早くも BNG 制度見直しの議論も始まっ

ている。オーストラリアの NSW 州では依然として生物多様性の損失が続いており、現行制度の有効性に対

する厳しい評価も存在する。EU内でも自然クレジットを巡る立場は一様ではない。 

各国共通の課題も多い。第一に、測定・評価手法の科学的妥当性と実用性の両立、第二に、適切な価格形

成メカニズムの確立、第三に、市場の透明性と比較可能性の向上、そして最も重要な課題として、社会的な

合意形成と公正性の確保が挙げられる。特に、クレジット化が生態系の複雑性や地域社会の権利を過度に単

純化し、損なうことのないよう慎重な制度設計と運用が求められる。「同種同等（like-for-like）」原則の遵守

や、ミティゲーションヒエラルキー（悪影響の回避→最小化→相殺の優先順位）の徹底は、そのための基本

原則と言える。 

次稿では、生物多様性のホットスポットを多く抱え、先進国とは異なる社会経済的文脈を持つ新興・途上

国における生物多様性クレジットの多様な展開と、それがグローバルな自然資本市場に与える影響を考察す

る。 



   

 

2025/6/12   27 

Insight Plus 
 

 

） 

 

本資料は、情報提供を目的に作成しています。正確な情報を掲載するよう努めていますが、情報の正確性について保証するものではあり

ません。本資料の情報に起因して生じたいかなるトラブル、損失、損害についても、当社および情報提供者は一切の責任を負いません。 

≪参考図表≫先進国における主な制度・プロジェクト一覧 

国・地域 制度名 主体 法的根拠 類型 価格帯 期間要件 測定単位 主要事例・特徴 

イギリス 

生物多様性 

ネットゲイン制度 
政府 

環境法 

（2001年） 
義務 

市場決定（法定生

物多様性クレジッ

トは上乗せ価格） 

最低 30年 

生物多様性ユニ

ット/法定生物多

様性クレジット 

・開発時 10%純増義務 

・Wendling Beck 事例 

自然市場 

フレームワーク 
政府 政策文書 自主 

市場決定 

（目標 5億ポンド/

年） 

プロジェクト次

第 
自然クレジット 

・カーボン統合アプローチ 

・森林地・泥炭地コード 

・BSI基準群開発 

Earthly 

プラットフォーム 
民間 民間事業 自主 

市場価格 

（9㎡単位） 
30年間 9㎡単位 

・What3Words位置特定 

・Kingがサウスダウンズ購入 

・BNG方法論準拠 

オーストラリア

（NSW 州） 

生物多様性 

オフセット制度 
政府 

生物多様性保全法

（2016年） 
義務 

市場価格 

（開発規模連動） 
永続的 

生態系/種クレジ

ット 

・20年以上の実績 

・Henry Reviewの厳しい評価で

改革 

オーストラリア

（連邦） 
自然修復市場 政府 

自然修復市場法

（2023年） 
自主 方法論次第 方法論による 

生物多様性証明

書 

・2025年正式稼働 

・在来林再植林方法論 

・CER運営 

オーストラリア 
Cassowary 

Credits 
民間 民間制度 自主 市場決定 長期 純粋生物多様性 

・国内初カーボンとスタッキング 

・Wet Tropics 地域限定 

・オフセット使用禁止 

米国 

保全バンキング 政府 絶滅危惧種保護法 義務 種・地域別 永続的 
種・ハビタット

クレジット 

・130超の保全バンク 

・15万エーカー保全 

・種保全特化 

Qarlbo 

Biodiversity 
民間 民間契約 自主 

約 30ドル 

/クレジット 
10年間 独自単位 

・国内初オフテイク契約 

・ルイジアナ州実施 

・ロングリーフパイン復元 

EU 
自然市場 

ロードマップ 
政府 政策検討中 計画 未定 検討中 

証明書+クレジ

ット 

・2025年末ロードマップ策定 

・オフセット除外方針 

・「積極的貢献」重視 

ドイツ 影響緩和規制 政府 
連邦自然保護法

（1976年） 
義務 市場決定 永続的 生態価値単位 

・世界最古の生物多様性オフセッ

ト制度 

・ミティゲーションヒエラルキー 

・ノーネットロス政策 

フィンランド 

ボランタリー 

生物多様性 

クレジット枠組み 

政府 政府方針 自主 検討中 未定 検討中 

・EU初のボランタリー枠組み 

・企業マーケティング使用可 

・オフセット併用認める 

フランス 
ボランタリー生物

多様性クレジット 
政府 グリーン産業法 自主 

約 5万ユーロ 

/3ユニット（Cros 

du Mouton 事例） 

30年以上 SNCRR準拠 

・Cros du Mouton プロジェクト 

・La Banque Postale 購入 

・二次市場取引禁止 

（出典）各種資料をもとに作成 
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